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視
点
本論は、「幅祉国家」の理念ないし政策目標を一応、肯定的に捉えたうえで、
ないし法関係（］の恩］Ｈの一目８ｍ）につき、「労働法」と呼ばれる法分野の法が、
て、「福祉国家」の形成、維持にどのような役割を果してきたか、また今後の、
割
を
期
待
さ
れ
る
か
、
を
基
本
的
テ
ー
マ
と
し
て
い
る
。
四’二三二 福
祉
国
家
に
お
け
る
法
の
果
す
機
能
福
祉
国
家
と
そ
の
法
的
構
成
社
会
法
と
し
て
の
労
働
法
と
社
会
保
障
法
と
の
差
異と川互関係
労働法における労働災害および雇用保護システム発展の軌跡
今
後
の
福
祉
国
家
に
お
け
る
雇
用
問
題
と
労
働
法
の
役
割
ｌ
労
働
法
の
役
割
に
関
連
し
て
Ｉ
福
祉
国
家
と
そ
の
法
的
構
成
その法的椛成（一の囮目・ロ且ロヰ・口印）
特
に
「
社
会
保
障
法
」
と
の
関
連
に
お
い
新
た
な
福
祉
国
家
の
下
で
ど
の
よ
う
な
役
秋
田
成
就
1８７
者
（
失
業
者
）
」
の用法に従う。
㈲
「
福
祉
国
家
」
の
庫
冨三の］註制の厨（のどと樫
ス制度を持つ国家（○汁
こ
の
テ
ー
マ
を
扱
う
に
際
し
て
、
ま
ず
、
「
隔
祉
国
家
」
、
「
社
会
保
隙
法
」
な
ど
、
現
在
の
と
こ
ろ
必
ず
し
も
確
定
的
川
法
が
腕
収
し
て
い
な
い
キ
ー
ワ
ー
ド
の
用
法
を
、
必
要
最
小
限
度
の
範
朋
で
示
し
て
お
き
た
い
。
「
禰
祉
脚
家
」
ｌ
国
家
が
脚
民
の
福
祉
の
向
上
、
繊
繍
を
主
た
る
目
標
と
す
る
政
策
理
念
（
原
籍
は
尋
の
一
鐡
『
の
…
）
．
「社会保障（制度）」１１疾病、負傷、分娩、廃疾、死亡、老齢、失業、多子その他困窮の原因に対し、公的保険
制度又は公的負担により、国民の生活を補償する制度（昭二打社会保障制度審議会）。
「
社
会
保
険
」
ｌ
保
険
的
手
法
に
よ
り
、
陽
痛
死
亡
、
老
齢
、
失
業
等
の
保
険
事
故
に
つ
き
、
出
費
を
補
い
ま
た
は
縢
得
を
補
填
す
る
公
的
保
険
制
度
（
日
本
で
は
、
医
療
保
険
、
年
金
保
険
、
雇
用
保
険
、
業
務
災
害
保
険
を
い
う
）
。
「
社
会
保
障
法
」
ｌ
社
会
保
障
な
ど
、
鬮
民
の
生
活
を
保
障
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
国
の
施
策
を
定
め
た
立
法
の
総
称
．
「
労
働
法
」
ｌ
労
働
関
係
か
ら
生
ず
る
個
別
的
ま
た
は
組
織
的
（
集
団
的
）
労
働
問
題
に
対
応
す
る
国
の
施
策
を
定
め
た
立
法
の
鵜
ロ
用
法
の
限
定
］
社
会
法
」
ｌ
「
社
会
保
障
法
」
「
労
働
法
」
を
包
橘
し
た
祉
会
全
体
の
繍
祉
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
法
の
総
称
．
「｜雇用保障法」ｌ狭義には、労働者の雇用上の地位を保護する立溌．広義には一雇用を失った者または得られない
者
（
失
業
者
）
に
対
す
る
生
活
保
障
の
外
、
雇
川
の
維
持
、
促
進
を
日
的
と
す
る
雁
用
政
策
を
含
む
立
法
。
本
論
で
は
、
後
省
称
亡
の
座
標
と
し
て
の
意
義
と
は
、
外
国
語
の
辞
典
に
よ
る
と
、
「
政
府
の
簡
叫
ま
た
は
財
政
支
出
に
よ
る
、
高
度
に
発
展
し
た
社
会
サ
ー
ビ
（○国・ロ）」、「すべての個人の福祉を社会の集団的責任とする理念に基づく国家（田。□ぬ日目印目『．
１８８
能
：
，
－
－
‐
…
ｉ
‐
Ｉ
：
：
；
…
職た。その「社会改革」とは、『
．●『、副）
螺困）を解消する一」とであった、
誰「福祉国家」の川語や、それ
’十，．〆
掛ただ．－）、そのような社会改革（
一」
詞前世紀来の社会立法に起源｝と一
国祉
は
な
く
、
特
定
の
問
題
に
つ
い
て
（
福
｜
福
祉
国
家
」
の
川
語
や
、
そ
れ
を
旗
印
と
し
て
実
行
さ
れ
た
諸
改
革
が
主
と
し
て
第
二
次
大
戦
後
に
登
場
し
た
こ
と
は
確
か
で
あ
る
。
た
だ
し
、
そ
の
よ
う
な
社
会
改
革
の
理
念
や
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め
の
実
験
的
政
策
は
、
そ
の
時
突
如
と
し
て
始
ま
っ
た
の
で
は
な
く
、
前
世
紀
来
の
社
会
立
法
に
起
源
を
有
す
る
。
「
福
祉
国
家
」
の
「
到
来
」
は
、
そ
れ
が
「
特
定
の
政
治
哲
学
ま
た
は
社
会
哲
学
の
産
物
で
はなく、特定の問題についての政府の責任という新しい概念を生み出すまでの、長年にわたる解決策の積み重ね」壷
意味する（旨・ｍＢＤの．○・日目口的》］①認」の。．ご・］⑭）。
こ
の
よ
う
に
、
第
二
次
大
戦
後
に
初
め
て
辞
書
の
な
か
に
登
場
し
た
「
福
祉
国
家
」
の
定
義
に
は
、
第
二
次
大
戦
後
に
、
イ
ギ
リ
ス
を
初
め
と
す
る
西
欧
諸
国
が
「
社
会
改
離
」
の
諸
政
策
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
り
「
古
い
国
家
か
ら
の
脱
皮
」
へ
の
期
待
が
込
め
ら
れ
て
い
た
。
そ
の
「
社
会
改
革
」
と
は
、
国
家
が
国
民
の
た
め
の
福
祉
に
責
任
を
負
い
、
従
来
の
自
由
放
任
政
策
が
斉
ら
し
た
社
会
的
弊
害
（
貧
○
房
の
①
）
」
、
あ
る
い
は
、
「
失
業
給
付
、
老
齢
年
金
等
の
支
給
そ
の
他
の
社
会
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
す
べ
て
の
住
民
の棉祉を確保するために社会主義的原理（の・・且】⑫（祠Ｈ］。ｇｂ－の）が実施されてきた社会システムあるいは国家
（○圃目ご国の同．□）」などと説明されている。
「福祉国家」の意味については、日本の専門用語辞典では、原語を＆三の』［胃のの圃｛の》｜としたうえで「国民一般の福
祉の向上を目的として、私企業の自由放任に任せることなく、政府が大規模かつ積極的に市場の失敗の是正を行なう
よ
う
な
国
家
」
（
有
斐
閣
経
済
辞
典
新
版
）
と
か
、
「
国
民
の
福
祉
の
増
進
、
確
保
を
主
要
目
標
と
す
る
国
家
、
イ
ギ
リ
ス
を
は
じ
め
西ヨーロッパ諸国が第二次大戦後に掲げた国家の理想像で、資本主義の長所を生かしつつ、社会保障その他の方法を
通
じ
て
貧
富
の
差
や
社
会
不
安
な
ど
の
社
会
的
弊
害
の
改
善
を
図
っ
て
い
こ
う
と
す
る
も
の
」
（
有
斐
閣
法
律
用
語
辞
典
）
と
説
明
さ
れ
て
い
る
ｃ
189
大
ざ
っ
ぱ
に
い
え
ば
、
第
二
次
大
戦
後
か
ら
一
九
六
○
年
代
ま
で
、
一
九
七
○
年
代
、
一
九
八
○
年
代
以
降
の
三
つ
の
時
川
で
社
会
の
受
け
取
り
方
に
差
異
が
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
’
九
六
○
年
半
ば
頃
ま
で
は
、
わ
が
川
の
状
態
は
ど
の
側
面
か
ら
見
て
も
「
福
祉
国
家
」
と
い
う
に
は
程
遠
く
、
従
っ
て
そ
の
言
葉
も
「
社
会
保
障
制
度
が
擁
っ
た
」
西
欧
諸
国
を
念
頭
に
お
い
た
「
（
国
民
が
）
ま
だ
見
ぬ
」
（
渡
辺「現代国家」一九七二年）「理想化された」国家像として捉えられていた。’九七○年代に日本が高度経済成長を
遂
げ
、
そ
れ
を
基
礎
に
医
療
や
社
会
保
障
な
ど
福
祉
制
度
の
腱
術
を
進
め
る
よ
う
に
な
っ
て
か
ら
（
一
九
七
二
年
が
「
福
祉
元
年
」
と
さ
れ為）、わが国も「福祉国家」の「仲間入りをした」と□他ともに認められるまでになった。
ところが、’九八○年代になって経済成長に陰りが出始め、緊縮予算の下、「福祉後退」の現象が出てくると（西
欧
諸
国
に
お
け
る
「
福
祉
国
家
」
批
判
を
反
映
し
て
）
、
「
西
欧
型
」
の
「
福
祉
国
家
」
へ
の
批
判
と
い
う
形
で
「
Ｕ
木
型
福
祉
圃
家
」
と
「
福
祉
国
家
」
は
、
こ
の
「
コ
ト
パ
」
の
最
大
公
約
数
的
意
味
を
集
約
し
た
、
右
に
挙
げ
た
マ
ス
コ
ミ
的
用
法
に
反
し
て
、
そ
の
後
、
特に「政治」と「理論」の側面において各国において論争の渦中におかれ、未だ社会科学における定着した概念になっ
たとはいえない状況にある。それも、各国の置かれている状況によってイントネーションが異なるようである。北欧
諸倒では、ほぼ国家のあり方として一般的に受け入れられている（「高福祉国家」）し、ドイシのように基本法で自ら
を「社会福祉国家」と宣言するところもある。皮肉なことに、「揺藍から墓場まで」の政治的スローガンにより「福
祉
国
家
」
に
、
最
初
の
脚
光
を
浴
び
せ
た
本
家
の
イ
ギ
リ
ス
で
は
、
そ
れ
か
ら
一
○
年
も
経
た
ぬ
一
九
五
二
年
に
は
早
く
も
「
補
祉
国
家
の危棚」（「ザ・タイムズ」）が唱えられ、一九七○年以降は保守党の「反桶祉国家」キャンペーンに雄づく柵祉削減
政
策
に
よ
っ
て
表
舞
台
か
ら
消
え
、
一
九
九
○
年
代
に
は
つ
い
に
「
福
祉
国
家
を
破
棄
し
た
」
と
の
主
張
さ
え
現
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
れ
で
は
、
わ
が
国
で
は
「
福
祉
国
家
」
と
い
う
用
語
や
概
念
は
、
何
時
か
ら
、
ま
た
ど
の
よ
う
な
も
の
と
し
て
受
け
と
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
190
い
う
主
張
や
コ
ト
パ
が
、
主
と
し
て
政
治
の
舞
台
を
中
心
に
登
場
し
た
（
東
大
社
研
「
福
祉
国
家
」
’
九
八
四
年
）
。
「
福
祉
国
家
」
を
曰
本流に修正すべきだという、その主張の底には、福祉予算の削減とそれを家族の役割の強化で補うべきだとの考え方
がある。もっともこれは日本のみならず、他の諸国においても、「国民生活の面倒をすべて国家の責任に帰そうとす
る」「福祉国家」をもって、家族本来の役割りを軽視するものとして、「社会的」責任の一部を国家から家族に肩代り
さ
せ
よ
う
と
す
る
「
政
策
的
」
主
張
（
○
一
閏
丙
后
忠
）
が
あ
り
、
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
的
意
味
に
お
い
て
は
共
通
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
「
西
欧
型
」
福
祉
国
家
に
対
応
す
る
「
Ｒ
木
型
」
棉
祉
国
家
と
い
う
モ
デ
ル
を
想
定
す
る
こ
と
は
、
た
と
え
ば
日
本
の
福
祉
政
策
に
お
い
て
「
企
業
」
福
祉
に
よ
っ
て
肩
替
り
さ
れ
て
い
る
部
分
の
比
率
が
高
い
こ
と
な
ど
、
企
業
と
国
家
の
関
係
が
強
い
と
い
っ
た
側
面
が
国
際
的
比較からみて指摘できる（の○日ロ」①ｇ）であろう。
このように、第二次大戦後に「福祉国家」の理念を導入し、それに基づく社会保障体制を整備した多くの国におい
て
も
、
時
が
経
つ
に
つ
れ
、
国
、
政
府
あ
る
い
は
政
党
の
考
え
方
や
対
応
の
仕
方
に
応
じ
て
差
異
が
で
て
き
た
。
眉その理由として共通していえることは、戦後に福祉国家として社会保障その他の社会改革に手をつけた政権は多く
上
川
殿社会主義ないし社会民主主義の立場に立った政党であり、「福祉国家」を社会改革と体制防衛という一一重の意味の大
喋義名分に使用することができたが、その前提が崩れてきたことである。その時期がほぼ冷戦期と重なったこともあっ
謎て、政治的イデオロギーの意味をもったことが指摘できる。
けおまた、「福祉国家政策」は周の権限の強化、官僚行政の肥大、国費の急速な膨張を招いたが、》工全一雇用が続いた時
｝」
詞期には、その下で組織力を強めた労働運動が｝」れを．支持する側に廻り、結果として国の財政。経済競争力を弱める一」
国祉
と
に
な
っ
た
。
こ
う
し
て
経
済
状
況
が
一
変
し
た
時
、
「
福
祉
国
家
」
は
、
体
制
派
と
非
体
制
派
の
双
方
か
ら
「
無
能
」
国
家
の
レ
ッ
テ
福
ル
を
張
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
1９１
一
九
九
○
年
代
に
な
る
と
、
社
会
科
学
の
理
論
家
た
ち
の
間
に
、
一
一
ユ
ー
ラ
イ
ト
派
や
ネ
オ
マ
ル
キ
ス
ト
派
か
ら
の
批
判
を
ふ
ま
え
た
う
え
、
「
福
祉
国
家
」
を
「
資
本
主
義
が
社
会
主
義
と
の
緊
張
関
係
の
中
で
、
自
己
の
原
理
と
は
異
質
の
要
因
を
取
り
込
む
自
己
改
造
（加藤一九八九年）」とか、「現代的な市場経済と大衆民主主義の体制の基礎の上に構築された」「きわめて寛大な福祉
国家システム」（渋谷外「システム」（’九九七年六頁）」として再評価する動きが出てきた。それは「福祉国家」を
抽象的な理念としてよりも、それがこの半世紀の間に実際に行った譜の社会改紮制度の砿み重ねとして捉える発想で
あり、そこに、第二次大戦後に「福祉国家」が出現した時点において、その到来（○・旦息）を、川念の産物でなく、
それまでのⅢ弊改革の積み重ねの結果として把えようとする前掲の国２８の視点との共通点を見ることができる。
そ
れ
は
と
も
か
く
、
’
九
九
○
年
代
も
終
り
の
現
在
に
立
っ
て
観
察
す
れ
ば
、
主
要
な
西
欧
諸
国
で
は
、
市
場
経
済
体
制
に
マ
ッ
チ
さ
せ
る
形
に
お
い
て
で
は
あ
れ
、
社
会
保
障
、
医
療
、
社
会
サ
ー
ビ
ス
、
雇
用
政
策
な
ど
の
側
面
に
お
い
て
、
「
福
祉
国
家
」
政
策
が
確
実
に
国
民
生
活
の
中
に
浸
透
し
て
い
る
こ
と
が
見
て
と
れ
る
。
「
福
祉
国
家
」
の
水
準
に
ま
だ
到
達
し
て
い
な
い
と
見
ら
れ
る
国
に
お
い
て
も
、
そ
れ
を
国
家
目
標
と
し
て
宣
言
し
て
い
る
国
は
決
し
て
少
な
く
な
い
。
「
福
祉
国
家
」
な
い
し
「
福
祉
国
家
シ
ス
テ
ム
」
と
い
う
政
策目標としての座標の法的椛成を考えて見ることは、法学の側面においてもそれなりに意義があると思われる。
側福祉国家の一のｐｍｌ争○亘。＠割一・コ
「
福
祉
国
家
」
は
、
国
家
の
政
策
川
念
な
い
し
目
標
を
示
す
概
念
で
あ
っ
て
、
そ
れ
自
体
が
法
的
（
実
定
法
上
の
）
概
念
で
は
な
い
か
ら、国家がその政策理念を実現するためには、それを法的に義務とする裏付け（］の恩」｛。旨§ごｏご）が必要である。
それには「福祉国家」であることを憲法上の原則あるいは国家の義務として宣一一一一口するという方法が最も基本的である
が、直接に言い表した憲法の脱定例は見当らない。
そ
れ
に
類
し
た
規
定
と
み
ら
れ
る
も
の
に
、
ド
イ
ツ
の
基
本
法
（
二
○
条
一
項
、
二
八
条
一
項
）
が
あ
る
。
同
法
は
、
「
社
会
的
な
ら
1９２
び
に
経
済
的
弱
者
の
保
護
」
を
国
の
基
本
政
策
と
す
る
意
味
に
お
い
て
「
社
会
福
祉
国
家
」
で
あ
る
こ
と
を
宣
言
し
て
い
る
。
日
本
国
憲
法二五条一項は、「国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」と定めている（「生存権の保障」の規
定
と
さ
れ
る
）
が
、
「
楠
祉
国
家
」
と
い
う
表
現
は
Ⅲ
い
ら
れ
て
い
な
い
。
も
し
、
ど
ち
ら
の
規
定
も
、
国
家
が
「
福
祉
旧
家
」
で
あ
る
ことを宣一一一一ｍしたものであるとすると、その表現にはかなり差異が感じられる。Ⅱ本憲法二五条一項の（生存権保障）
の
規
定
が
、
ド
イ
ツ
の
基
本
法
の
「
社
会
的
・
経
済
的
弱
者
の
保
謎
」
と
い
う
平
等
条
項
的
意
味
を
有
し
て
い
る
か
ど
う
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
。
逆
に
ド
イ
ツ
基
本
法
の
右
規
定
か
ら
、
ド
イ
ツ
阿
鶴
が
、
日
本
憲
法
二
五
条
に
定
め
る
よ
う
な
生
存
権
の
保
障
を
図
に
対
し
て
主
張
で
き
る
か
ど
う
か
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
そ
も
そ
も
両
者
を
比
較
す
る
こ
と
に
特
別
な
法
的
意
味
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
社
会
保障の給付の性格論においては共通の問題である。それはともかく、ドイツの「社会福祉国家」が国際的に用いられ
る「福祉国家」と同一概念だとすれば、基本法の規定は最高レベルの］の彊貝・目：蔵・ロといえるであろう。もちろ
ん、基本法は市場自由経済の原則も保障しているから、「福祉国家」の原則の解釈は両者の均衡論的判断にとどまら
上じざるを得ないという点で相対的であるが。
楡機わが国の場合、憲法一一五条一項が、国民が最低限度の生活を営む権利を持つ｝」とを保障していることは、同がその
す螺ような義務を国民に対して負うことを意味するから、それは、とりもなおさず「福祉国家」であることを寛一一一一口したも
誰のと解することはできるであろう。同条一項が直接に法規範的意味を有するかどうかについては議論のあるところで
ｊ打あるが、同条第二項は、国が「すべての生活部面について社会禰祉、社会保障及び公衆衛生の向上、塒進」に努めな
に家ければならない、と定めており、その立法措置に照らせば、「福祉国家」の政策の》つち、少なくとも社会福祉および
劉川
社
会
保
障
政
策
は
、
国
の
国
民
に
対
す
る
公
法
的
義
務
と
し
て
の
性
格
を
有
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら
、
そ
の
意
味
に
お
い
て
は
最
高
し
べ
福
ルの］の、巴命ｏ巨口。ｇ一○口といいうるであろう。
l９Ｒ
ド
イ
ツ
基
本
法
や
日
本
国
憲
法
二
五
条
の
よ
う
な
私
社
会
法
を
基
礎
づ
け
る
直
接
的
な
根
拠
規
定
の
な
い
国
の
場
合
に
は
、
「
福
祉
国
家」の］の、巳３口目目・ロは何に求められるのであろうか。「福祉国家」といえるためには、少くともその中核となる
社会保障制度等をもっていることが必要であるから、それを定めた実定法規（の・・匡尋の罵胃の一の鰹の一目。ご）がその
］の闇』ず§８蔵・ロということになろう。その内容は、その国が何をもって、○・国］急の扉貨のと考えるかによって異な
る。すでに述べたように、最近では、その内容は国民の経済力の向上に応じて次第に拡張されつつあり、特に先進国
では社会保障から一般医療、社会サービス、教育、雇用、住宅等に関する政策まで「福祉国家システム」の中に含
まれるものとして扱われている。そこで問題は、これらの、・・且葛の』厳門の立法が縄いかなる意味において「福祉国
家」を形成するのかである。この点は「隔祉国家」をめぐる理論上の争いに通じている。
福祉国家の最初のの・・冒一急の］傲吊の立法は、国民の「最低生活」の保障のための国家の責任、国民の中での「弱者」
の救済、その意味での人権の保護謡平等取扱いという日菖日ロ日切圃口８日の保障を強調した。しかし、それが一応
充
足
さ
れ
る
と
、
次
の
立
法
目
的
は
何
か
が
問
わ
れ
る
の
で
あ
る
。
ところで、婁⑫○○厨］急の］莅局の葛の対象となる国民の中には、「労働者」も含まれるが霜一般に労働者は「社会的」弱
者として扱われるわけではない。社会的弱者としての救済対象者よりは高い生活水準にある階層と考えられているか
ら
で
あ
る
。
従
っ
て
こ
れ
ら
の
労
働
者
階
層
を
対
象
と
す
る
「
労
働
法
」
は
、
「
福
祉
立
法
」
と
は
次
元
の
異
な
る
法
関
係
と
み
な
さ
れている。しかしながら、労働者階層をの。。旨］劃の席、Ｈのの対象として扱わざるを得なくなる場合がある。それは労
働者が「失業」した場合、あるいは労働災害に遭って離職したり、稼得を失った場合である。これらの労働者に対す
る救済が、、ＣＯ区劃の愚閂のとしてとり上げられざるを得なくなって、「労働法」は社会法の中に入りこみ、不可分の
関係になったのである。その関係は「福祉国家」の形成期から今日に至るまで、歴史的かつ論理的に複雑な経過を辿っ
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一
で
設
定
し
た
「
社
会
保
障
法
」
の
コ
ン
パ
ク
ト
な
定
義
は
、
「
閏
氏
の
生
活
を
保
障
す
る
た
め
の
国
施
策
を
定
め
た
立
法
の
総
称
」
であった。標準的テキストによると、その内容を広義に、「社会保障の法」から「労働災害の法」、「雇用保障の法」、
「年金保険の法」、「医療保険の法」、「社会福祉の法」、「生活扶助（保護）の法」まで含めたもの（山田「プリメール」）、
給付の内容から、「社会保険法」、「社会扶助法」、「医療。公衆衛生法」にしぼるもの、まで種々の扱い方があるが、
「所得保障法」（高齢。障害・失業。労災保障法）、「健康（医療）保障法」、「住宅保障法」に分類する新しい考え方も
ある（高藤「基本原理」）。注目を引くのは、右に挙げたどの分類のにおいても、雇用（失業）保障および労災保障と
：いう、もともと「労働法」から出発した制度が社会保障法の中に体系づけられていることである。すなわち、わが国
上
月
機では稲美定法規としての失業（｜雇用）保険法や労災補償法が「労働法」の分類に属するという理由だけで「社会保障
ｄ畷法」から除外するという考え方はほとんど見られないのである。
鍵一方、「労働法」という法分野の対象領域を考えてみると、これもその歴史が古いだけにさまざまな立法が含まれ
ｊ制
て
い
る
。
初
め
に
「
労
働
生
活
条
件
の
殴
低
基
準
を
確
保
す
る
た
め
の
立
法
の
総
称
」
と
い
う
コ
ン
パ
ク
ト
な
定
義
を
掲
げ
た
が
、
そ
の
｛］調岐低難聴の椛保の仕方について、労働法は労働者に一律に適用される最低基準（法定最高時間や最低賃金など）を設
司祉定する「個別的労働法」と、それらを含めた労働、一雁川条件を第一次的に労使間の交渉に任せ、国としてその交渉制
禰
度
や
成
果
を
助
成
す
る
と
い
う
「
集
団
的
労
働
法
」
の
双
方
を
含
ん
で
い
る
。
こ
の
点
は
、
国
が
国
民
に
一
律
の
給
付
を
保
障
す
る
と
い
て
い
る
の
で
、
次
節
以
下
で
あ
ら
た
め
て
検
討
し
よ
う
。
ト）
両
法
の
対
象
領
域
の
異
同
設
定
し
た
「
社
会
保
障
法
。
二
社
会
法
と
し
て
の
労
働
法
と
社
会
保
障
法
の
差
異
と
相
互
関
係
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目
「
労
働
法
」
の
「
社
会
保
障
法
」
へ
の
組
入
れ
、
あ
る
い
は
「
社
会
保
障
法
」
に
よ
る
「
労
働
法
」
の
包
摂
Ｈで見た「相互乗入れ」的分類によると、国民一般を対象とする国家の「給付」の法である「社会保障法」と労働
者
の
労
働
生
活
を
保
護
す
る
た
め
の
基
準
を
設
定
す
る
「
労
働
法
」
が
オ
ー
バ
ー
ラ
ッ
プ
す
る
の
は
、
労
災
事
故
か
ら
の
保
護
と
雇
用
（失業）保護の領域である．それを鰈介したのは「社会保険」ｌ「社会保轤」という概念で塗った．
「社会保障法」といっても、この一一一一百葉は気「社会保障」という制度が生れてからの産物である。そして、第二次大戦
後
に
登
場
し
た
社
会
保
障
制
度
が
導
入
し
た
「
社
会
保
険
」
に
よ
る
補
償
給
付
と
い
う
考
え
方
は
、
「
労
働
法
」
が
す
で
に
一
九
世
紀
末
に
失
業
労
働
者
へ
の
最
低
生
活
保
障
と
し
て
「
開
発
」
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
初
め
、
労
働
組
合
な
ど
労
働
者
自
身
の
共
済
組
織
あ
るいは雇主と被用者の積み立て保険の方式にとどまっていたが、やがて国の管轄による社会保険制度にまで発展して
行った。しかし、資本主義の成立期における「労働法」の方向は認原生的労働関係といわれる長時間労働の規制（そ
れ
も
女
子
。
児
童
の
）
あ
る
い
は
労
働
組
合
に
対
す
る
禁
圧
政
策
の
開
放
の
た
め
の
立
法
化
に
向
け
ら
れ
、
自
由
市
場
経
済
の
根
幹
に
か
か
わ
る
解
雇
の
制
限
、
失
業
保
障
、
労
働
安
全
殖
災
害
補
償
な
ど
の
問
題
に
は
、
容
易
に
手
を
つ
け
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
｜方郊「社会保障法」の考え方の起源は、全くその名に値しない貧民救仙法（救貧法）にあり、そこでは失業した
労
働
者
は
「
労
働
貧
民
」
と
し
て
恩
恵
的
救
仙
と
強
制
的
就
労
の
対
象
で
し
か
な
か
っ
た
。
そ
こ
か
ら
社
会
保
障
と
し
て
の
失
業
給
付
と
い
う
制
度
が
成
煎
す
る
ま
で
に
長
い
時
間
が
必
要
で
あ
っ
た
。
社会保障は、国が国民の生活障害事故に対して社会保険による補償給付または直接的扶助費の形で保障するもので
あるから、国がその根拠となる法律を制定し、これに基づいてその経費を支出しなければならない。そのための立法
働
法
の
領
域
に
お
い
て
で
あ
る
、
う
一
社
会
保
障
法
」
と
の
違
い
で
あ
る
。
「
労
働
法
」
が
「
社
会
保
障
法
」
に
接
近
す
る
の
は
、
も
っ
ぱ
ら
前
者
つ
ま
り
「
個
別
的
」
労
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禰祉国家における法の果す機能
と
し
て
の
健
康
保
険
法
、
厚
生
年
金
保
険
法
、
国
民
年
金
法
、
雇
用
保
険
法
、
労
災
保
障
保
険
法
等
の
法
律
を
総
括
し
た
も
の
が
「
社
会
保
障
法
」
で
あ
る
。
「
社
会
保
障
」
に
お
け
る
生
活
事
故
の
対
象
の
範
囲
を
ど
の
程
度
に
す
る
か
は
、
そ
の
国
の
政
策
判
断
の
問
題
で
あ
るが、多くの「棉祉国家」は、イギリスのベバリッジ報告書に基づく「国民保険法」に典型的に見られるように、
「揺謄から墓場まで」のすべての生活事故を対象としている。その「事故」の中に、国民が労働関係に関連して生ず
る失業および労災という二つの事故が含まれるようになったことは「労働法」との関係においても大きな意義をもっ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
「
労
働
法
」
が
従
来
、
労
働
関
係
の
中
で
生
ず
る
こ
れ
ら
の
「
事
故
」
に
つ
い
て
、
特
別
の
基
金
の
中
か
ら
そ
の
許
容しうる限度において対処してきたのに対し、社会保障はこれらの「労働」事故を一般の生活事故と同様に、国民の
費
用
分
担
に
基
づ
く
保
障
の
対
象
に
移
行
さ
せ
た
こ
と
を
意
味
す
る
か
ら
で
あ
る
。
このような現象について、わが国の学者の間には、労災補償の「社会保障化」、｜雇用保障の「雇用保障化」の動き
と
し
て
、
「
労
働
法
」
（
の
一
部
）
が
「
社
会
保
障
化
」
し
て
い
く
過
程
と
し
て
把
ら
え
る
考
え
方
が
有
力
に
な
っ
て
き
つ
つ
あ
る
。
「
社
会保障法」の側からみると、「労働法」の労災補償や一展用保障が社会保障法に吸収、包摂されていく現象である。
「
労
働
法
」
と
「
社
会
保
障
法
」
と
の
接
近
に
関
連
し
て
生
じ
た
、
も
う
一
つ
の
わ
が
国
に
お
け
る
動
き
と
し
て
注
目
を
引
く
の
は
、
’九七四作に旧失業保険法に変わり制定された一雇用保険法が、雇用手当給付に加え、雇用の維持、創出という事業を
積極的に進める政策を採川したことである。これは、「社会保障法」としての雇用保険法の内容を雇川政策にまで拡
大したという意味において、「労働法」と「社会保障法」との境界線を一層不透明にする作用をもったように思われる。
口
労
働
法
上
の
給
付
保
障
の
社
会
保
障
法
化
の
論
点
「
労
働
法
」
、
具
体
的
に
は
労
災
保
険
法
、
雇
用
保
険
法
に
定
め
る
労
災
保
障
給
付
、
失
業
給
付
が
、
社
会
保
障
上
の
給
付
と
し
て
労
働
者
に
支
給
さ
れ
る
こ
と
自
体
に
特
別
の
問
題
は
な
い
と
思
わ
れ
る
。
問
題
は
、
そ
の
労
災
保
険
法
や
雇
用
保
険
法
そ
れ
自
体
が
「
労
働
法
」
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「
労
働
法
」
の
理
念
も
ま
た
、
労
働
生
活
上
の
事
故
で
あ
る
労
働
問
題
を
労
働
社
会
と
い
う
「
部
分
」
社
会
の
中
で
「
集
団
的
」
に
解
決しようとする点において８－］のＲ耳厨ｇに含まれる。しかし、そこから生ずる問題に国家が全面的に責任を負うべ
きかどうかについては、「労働法」は、「生存権」の保障を直接目的とする「社会保障法」とは一線を画した、「労働
権」保障の考え方に依拠している。それは先進国の「労働法」が、いずれも認「個別的労働関係」とともに「集団的
労働関係」にウェイトを置いていることに典型的に表われている。後者は、労働問題のうち、使用者と労働組合間の
団
体
交
渉
シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て
解
決
し
う
る
も
の
は
、
労
使
で
「
自
主
的
に
」
解
決
す
る
こ
と
を
本
則
と
し
、
国
家
は
そ
れ
を
外
か
ら
促
進する役割りにとどめるというものである。これは。。』］の島ぐの目一ｍの①函‐可四時のの原理といわれるもので、西欧諸国の
（１）
「
労
働
法
」
の
考
え
方
の
中
に
と
り
分
け
根
強
い
。
第
二
次
大
戦
後
に
、
主
要
な
西
欧
諸
国
が
「
福
祉
国
家
」
一
七
標
望
し
た
時
に
、
そ
の
と
し
て
の
性
格
を
払
拭
し
て
「
社
会
保
障
法
」
に
移
行
す
る
こ
と
、
よ
り
正
確
に
い
え
ば
、
理
論
的
に
「
社
会
保
障
法
」
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
か
ど
う
か
で
あ
る
。
「
社
会
保
障
」
と
い
う
言
葉
が
「
理
想
主
義
」
的
イ
メ
ー
ジ
を
持
っ
て
い
る
だ
け
に
、
そ
れ
は
「
労
働
法
」
と
「
社
会
保
障
法
」
と
の
そ
れ
ぞ
れ
の
本
質
的
性
格
に
か
か
わ
る
問
題
だ
と
思
わ
れ
る
。
「
労
働
法
」
の
一
部
が
「社会保障法化」していく傾向については熟次節でより具体的に取りあげるが、ここで予め「労働法」と「社会保障
、
、
、
法」との理論的関係を考える際の基本的なアプローチの差異について触れておきたい。これは、「福祉国家」におけ
る「労働法」と「社会保障法」とのそれぞれの役割髄相互関係を考えるうえで必要なことだと思われるからである。
「社会保障」の理念は、国民個人の生活事故を、社会の連帯責任として相互救済するという発想である。それは前
近代社会における生活事故に対する個人的扶助から出発し、近代の資本制社会における支配的な国家政策の理念であ
るＦの、の①厨‐箇痢のが斉した人々の生活侵害に対して鑓これを「社会全体」の責任とするという８唇の目ぐ厨日に由来し
ている、
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ろ
立
法
と
が
あ
る
。
前
節
で
見
た
一
労
働
法
」
が
一
社
会
保
障
法
」
へ
移
行
す
る
傾
向
を
示
し
て
い
る
二
つ
の
傾
城
で
あ
る
労
災
と
雇
用
問
題
に
つ
い
て
、
「労働法」は、どのような政策に立ち、法的システムを用意してきたか、その発展の軌跡を追ってみよう。それによっ
て「社会保障法」化ということの実質的な意味と範囲がより明確になると思われるからである。
Ｈ
労
働
災
害
か
ら
の
労
働
者
の
保
護
労
働
法
の
保
護
シ
ス
テ
ム
の
類
型
と
し
て
は
、
労
働
安
全
・
衛
生
の
基
準
を
定
め
る
立
法
と
、
労
災
被
災
者
の
法
的
救
済
を
目
的
と
す
社
会
保
障
制
度
の
中
に
従
来
「
労
働
法
」
が
対
象
と
し
て
き
た
問
題
を
、
業
給
付
制
度
を
除
き
、
と
り
入
れ
よ
う
と
し
な
か
っ
た
理
由
の
一つは、「労働法」におけるこの○・一｝の：ぐの［し凰印の８‐弓ロー『・の理念の考えが強かった点にあると思われる。
将来「労働法」の「社会保障法化」が進むとしても、そこでは、労働問題の当事者間の自主的解決ｌそこには企業
責任の原理が含まれるｌの余地をできるだけ残しておきたいという、特に労働運動側の抵抗があると思われる。要す
るに、同じ社会法であっても、「労働法」は、労働関係にある人々を対象としてその特殊性を主張する性格を持つの
に対し、「社会保障法」は、「部分」社会の利益ないし特殊性をできるだけ国民一般の普遍的利益に拡散していくこと
を
主
張
す
る
点
に
お
い
て
「
対
立
」
と
「
補
完
」
の
関
係
に
あ
る
と
考
え
る
。
労
働
法
の
「
労
働
災
害
」
の
法
的
保
護
は
、
国
民
が
労
働
者
と
し
て
就
業
す
る
過
程
に
お
い
て
そ
の
業
務
に
起
因
し
て
発
生
す
る
傷
病
について、特別の類型の事故として保護をはかるところに特色がある。
前近代社会でも、｜雇主（目四輿のＨ）が仕事中の傷病について被用者（の①。、具）に一定の庇護の義務（その負担で療
三
労
働
法
に
お
け
る
労
働
災
害
お
よ
び
雇
用
保
護
シ
ス
テ
ム
発
展
の
軌
跡
199
議
さ
せ
、
休
業
中
の
賃
金
を
支
払
う
な
ど
）
を
負
う
と
す
る
社
会
的
慣
習
が
あ
っ
た
が
、
そ
れ
は
雇
主
の
法
的
な
い
し
契
約
上
の
責
任
で
はなかった。一九世紀以降、大規模工場制の下、多数の労働者が組織的労働関係の中で労働するようになり、そこで
不
川
避
的
に
発
生
す
る
労
働
災
害
の
大
規
模
な
被
害
に
か
ん
が
み
、
「
労
働
法
」
は
、
就
業
の
安
全
や
衛
生
管
理
に
つ
い
て
法
的
雄
礁
を
定め、使用帝に遵守の公法的義務を負わせるとともに、被災労働者に対する補悩法的援助の措置を講じさせるように
な
っ
た
。
こ
の
二
つ
の
側
面
は
、
労
働
者
を
労
働
災
害
か
ら
保
護
す
る
た
め
の
法
的
手
段
の
両
輪
で
あ
る
が
、
い
ず
れ
の
側
而
に
お
い
て
も
、
確
立
さ
れ
る
で
に
は
多
く
の
法
的
障
害
を
超
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
雇主の被災労働者に対する補償責任については、法的には私法関係に属する問題であるところから、労働安全基準
を
定
め
る
立
法
措
置
以
上
に
困
難
が
伴
な
っ
た
。
賠
償
訴
訟
を
起
こ
す
こ
と
目
体
が
労
働
者
に
と
っ
て
難
し
か
っ
た
が
爵
訴
訟
に
持
ち
込
ん
だ
と
し
て
も
災
害
の
発
生
と
死
傷
の
因
果
関
係
に
お
け
る
一
雇
主
側
の
過
失
は
立
証
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
っ
た
。
イ
ギ
リ
ス
で
一
八
八
○年の「使用者責任法」（同日ｂ」・『図》の口：筐ご缶・奇）は初めてコモン。ロＩの「共同一雇用の法理（・・・８風口の・飴
○・日目・ロの日ロ］・】日の貝）」の壁を破って、｜雇主の「無過失」責任の原則を定めた。雇主側に損害の発生についての故
意、過失がなくても賠償の責任を負わせるこの原則は、に場施設等危険を包蔵した大規模の経済活動を行なう「綴済
人」に特別な社会的責任を負わせたものであって、労働法として画期的な意義を有する。
労災補償のもう一つの法的障害は、使用者の賠償の個人的負担能力の問題であった。雇主の直接補償には限皮があ
るため、損害担保のための雇主または労使共同の拠川による保険基金を作り、そのリスクをこれによって分散させる
制度が生れた。イギリスの一八九七年「労働者災害補償法」がその先鞭をつけたもので、これが後に社会補償制度下
の労災補償に発展するのである。
第二次大戦後、イギリスは、ベパリッジ勧告に基づき、「すべての国民に」基本的な最低生活水準を保障するため
20Ｃ
福祉国家における法の果す機能
総大家れダ：
/、｝咄、二≧ -2.-一
れ
た
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
（３）
一方、労働安全衛生に関する「労働法」の規定も、各国で特に第二次大戦後に急速に整備された。これは「福祉国
家」たると、あるいは社会保障制度の有無とは直接かかわりなしに制定されたのである。イギリスの場合は、第二次
大戦前まではこの種の工場法規の制定には消極的であったが、一九六○年代には「工場法」を強化し、’九七四年に
総合的な「労働安全衛生法」が生れた。ただし、同法には、法の定める安全基準に違反して発生した災害の補償責任
に
関
す
る
規
定
が
含
ま
れ
る
が
、
労
災
補
償
の
基
本
法
で
あ
る
前
記
の
一
九
九
五
年
の
「
社
会
保
障
法
」
と
は
、
別
の
体
系
で
あ
る
。
こ
の
社
会
保
険
制
度
を
創
設
し
、
’
九
円
六
年
の
「
国
民
保
険
法
」
が
、
労
働
災
害
に
よ
る
も
の
を
含
め
て
す
べ
て
の
疾
病
、
障
害
を
拠
出
制による国の補償制度とした。ただし、労災による傷病（業務障害）を一挙に一般の傷病と同じ扱いにすることは従
来の経過からして困難なので、当初は、国民保険法を労災とその他の部分に分け、給付の要件や内容等に差異を設け
た。しかしその後の法改正を通じて両者の格差は次第に解消の方向に向かい電’九九五年の「社会保障法」（の。○こ
ののＣ日］こしｇ）（労災保険基金を廃止詮国民保険基金に代える）、現行法である一九九一一年の「社会保障拠出。給付
法」、「社会保障管理運営法」（労災給付費が税金によって賄われる統合基金から支出され、保険料に依拠しない無拠
（２）
出給付となる）を通じて「労災補償」としての独自性はほとんど失われた。
このようなイギリスの労災補償の動向は、従来の労働立法によって基礎づけられた社会保険形式による労災補償を、
初めは格差をつけて、後にそれを徐々に解消して最終的に社会補償制度としての脚民一般の障害補償体制の中に包摂
した典型的例といえる。フランスでも、第二次大戦後の一九四六年に労働災害およびⅢ業病の補償と予防に関する法
律ができ、これが一九五六年に単一の「社会保障法典」に編入された。ただし財源は全額使用者負担である。オラン
ダ
で
は
、
業
務
上
・
外
の
区
別
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
に
よ
っ
て
「
労
災
補
償
」
の
概
念
目
体
が
消
滅
し
た
た
め
、
完
全
に
社
会
保
障
化
さ
術
さ
れ
た
。
こ
れ
は
「
福
祉
国
イ
ギ
リ
ス
の
場
合
は
、
第
二
次
」
を
強
化
し
、
’
九
七
四
年
に
て
発
生
し
た
災
害
の
補
償
責
任
と
は
、
利
の
体
系
で
あ
る
。
こ
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労
災
補
償
の
方
は
、
形
の
上
で
は
、
労
基
法
の
そ
れ
と
労
災
保
険
法
の
二
本
立
て
で
あ
る
が
、
そ
の
後
、
後
者
の
数
次
の
改
正
に
よ
り
、
（４）
次第に労基法か季ｂ離れて独自の性格を持つようになった。
特
に
労
災
保
険
法
が
、
一
九
六
○
年
以
降
の
改
正
二
九
六
○
・
一
九
七
三
年
）
に
よ
っ
て
、
給
付
の
年
金
化
、
国
庫
補
助
、
自
営
業
者への拡張適用、通勤災害制度、労働福祉事業制度等を導入し、労働者の業務上の負傷、疾病、障害、死亡のすべて
の
点
は
、
各
国
同
様
で
あ
り
、
｜
股
に
、
「
労
働
法
」
の
う
ち
、
「
労
働
災
害
防
止
」
を
目
的
と
す
る
法
規
と
一
労
災
補
償
」
を
目
的
と
す
る法規とは、別立ての体系となっている。
わが国の労働災害に関する労働法のシステムも、全体として右の体系に従っている。何れの側面も第二次大戦後に
整備されたものであるが、労災保護制度が戦前の、しかもかなり早い時期に生れていることが注目される。明治開国
後
の
近
代
産
業
化
の
速
度
が
早
く
、
災
害
率
が
高
か
っ
た
こ
と
も
理
山
の
一
つ
で
あ
る
。
’
九
二
年
工
場
法
は
、
労
働
安
全
衛
生
体
制
を整備するとともに、「無過失責任原理」による補償制度を形成した。そして一九二三年に制定された「健康保険法」
（国民皆保険者という発想がすでにこの時期に制度化された）が、工場法、鉱業法の適川を受ける労働者をもその対
象としたことによって、「社会保険方式」による補償給付という制度が初めて導入された。それは、「社会保険法」と
しての「健康保険法」が、ほんらい「労働法」上の使用者責任としての事業主の扶助責任をその中に「吸収、包摂」
した点において重要性をもつ（高藤「概論」’九九七年一九一頁）。
第
二
次
大
戦
後
、
労
基
法
が
労
働
安
全
衛
生
お
よ
び
災
害
補
償
の
規
定
を
設
け
、
同
時
に
制
定
さ
れ
た
労
災
保
険
法
が
労
災
補
償
（
当
初は労基法上のそれと同一内容）と使用者を加入者とし政府を保険者とする強制社会保険制度を定めた。労基法の安
全
衛
生
関
係
規
定
は
、
相
次
ぐ
規
則
制
定
に
よ
っ
て
内
容
を
充
実
し
て
い
っ
た
が
、
一
九
七
二
年
労
働
安
全
衛
生
法
に
よ
っ
て
引
き
っ
がれた。
ⅨOＨ
将
来
、
も
し
労
災
補
償
の
社
会
保
障
化
が
さ
ら
に
進
ん
で
、
給
付
が
一
律
化
し
、
使
用
者
の
保
険
料
負
担
が
な
く
な
る
段
階
に
至
れ
ば
、
「労働法」の社会保障化が完成することになるであろう。それには、「労災補償法」の「労働法」的性格を特色づける
最
も
大
き
な
要
素
で
あ
る
「
使
用
者
責
任
」
と
し
て
の
保
険
料
の
一
方
的
負
担
の
原
川
の
廃
棄
を
社
会
が
許
容
す
る
ほ
ど
に
、
「
社
会
連
帯
の
理
念
」
が
進
展
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
の
段
階
で
は
、
労
災
補
償
給
付
と
民
事
損
害
賠
償
と
い
う
側
而
に
お
け
（６）
Ｅろ使用者の配慮義務（》具任）の考え方も見直されていなければならないであろう。
衞辨目｜雇用保護の労働法システム
蝶「労働法」は、’九世紀における登場以来、労働者の雇用の安定の問題に大きな関心を持ってきたが、最初は、労
麩働力需給の変動の大きい資本主義の市場経済の下では、雇用安定のための国家による立法化を図ることは到底望めな
す細かった。「失斐率」は当時では景気の変動や労働者の熟練不足あるいは労働意欲の欠如による一時的な調整のミスマッ
》」詞チ現象と考えられており、その対策としては、せいぜい失業保険。手当という私的共済制度を国家による薑公的制度に
国祉まで格上げさせるにとどまった。イギリスの一九二○～’一一年のごロの日ロ］・】白の員目ゴのロ国口８津。（がその曲〈型であ
福
る
。
し
か
し
、
こ
の
時
期
に
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
第
一
回
総
会
二
九
一
九
年
）
で
「
公
的
無
料
職
業
紹
介
制
度
の
設
置
を
推
進
す
る
失
業
に
関
す
負
担
に
お
い
て
補
償
さ
せ
る
」
と
．
（５）
疑問を投げかける見解がある、
の
側
面
に
つ
い
て
労
災
保
険
を
適
用
、
社
会
保
険
と
し
て
拠
出
、
給
付
内
容
の
す
べ
て
を
定
式
化
す
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
労
災
補
償
は
、
使
用
者
の
「
責
任
」
保
険
と
い
う
性
格
か
ら
被
災
労
働
者
の
「
生
活
保
障
」
と
い
う
性
格
に
変
わ
っ
て
き
た
。
こ
の
変
化
を
労
災
補
償
法
（
労
災
保
険
法
）
の
「
社
会
保
障
化
」
と
し
て
評
価
す
る
見
解
が
学
者
の
間
で
は
か
な
り
有
力
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
現
行の労災補償制度を労働者の「生活保障」という原理だけで説明することはできず、「被災労働者の損害を使用者の
負
担
に
お
い
て
補
償
さ
せ
る
」
と
い
う
基
本
的
性
格
は
変
わ
っ
て
い
な
い
と
し
、
こ
れ
を
一
般
の
保
険
制
度
の
中
に
吸
収
さ
せ
る
こ
と
に
203
る
条
約
（
第
二
号
条
約
）
」
と
「
失
業
保
険
制
度
を
含
む
失
業
に
関
す
る
勧
告
（
第
一
号
勧
告
）
」
を
採
択
し
て
お
り
、
「
国
際
」
労
働
法
が各国の政策をリードしていたのである。やがて一九二九年以降、世界恐慌による深刻な失業問題に見舞われるや、
各
国
は
相
次
い
で
公
的
な
失
業
保
険
制
度
を
採
用
し
た
。
わが国の対応を見ると、失業保険については髄取組み自体は比較的早く、’九二一年憲政会がわが国初の失業保険
構想である「失業保険概目」を発表、国民党と共同で失業保険法を提出している。しかし、これに対する政府の方針
（’九二五年「失業労働者救済二関スル内務大臣声明」）は、失業手当制度を「徒らに怠堕ノ風ヲ助長スル」ものとし
て否定、公的失業救済事業（失対鼈業）による失業者の吸収政策にとどまった。解雇の法的規制という失業発生に対
する間接的抑制立法も．戦前にほとんど議案にも上らなかったが、これには、不況時の都市の失業労働者が農村に還
流
し
て
潜
在
失
業
者
と
な
る
と
い
う
社
会
構
造
が
大
き
く
影
響
し
て
い
る
。
失業問題は、各国で第一。二次大戦の戦間期に一時、潜在化していたが弱第二次大戦後の「社会改鰔」の重要な柱
となり、そしてそれは「福祉国家」において、社会保障制度の中に導入された。その発想や原型は、「労働法」の開
拓した労使の拠出による失業保険手当制度であった。
社会保障がいか煎る形の失業者をも、その失職期間中のすべての生活をまかなえるほどに十分であれば、「労働法」
がその他の一雇用保護制度を用意する必要性は薄いといえる。しかし軽現実には、労使拠出の社会保険による失業給付
制は、国家による一定の基金のバックアップがあっても構造的失業による大量かつ、長期的な救済に足りぱいことが、
各国において明らかとなった。そうなると、失業手当制度は、雇用の「保障」システムの一部としてしか機能しない
ことになり、一雇用保護のための法的規制、その他の「労働法」のシステムが必要になってくる。こうして、｜雇用問題
に対処する法的保護は、その一部が社会保障化された失業手当制を含めて「労働法」システムによってカバーされる
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一
履
川
保
謹
の
法
政
策
の
巾
核
は
、
労
伽
撒
の
解
歴
か
ら
の
保
謎
で
あ
り
、
そ
の
股
も
直
赦
的
な
法
的
規
制
は
、
解
雇
に
「
正
当
事
由
」
を求める一九五○年の（西）ドイツの立法である。わが国の労基法には、解一犀を禁止する一般的規定がなく、むしろ
（【ｌ）
解一屋は自川とする立場を取っている。しかし、同法その他の立法による解雇の制限、就業規則や労働協約による労使
間の手続規定、裁判所が解雇をめぐる訴訟の判決において徐々に確立した「解雇権艦用の禁止」および「整理解雇の
（８）
許容基準」の判例法理を通じて、〈「日では少なくとも「常用の」労働者については、解雇はもはや「（｜雇用契約の解
除として）自由」とはいえない状況にまで至っている。
こ
の
よ
う
な
、
わ
が
国
の
「
労
働
法
」
に
よ
る
解
雇
の
規
制
は
、
他
の
国
に
比
べ
る
と
相
当
に
厳
し
い
ほ
う
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
法的規制は、長い間、雇用の安定に大きな寄与をした。しかし「バブル崩壊」後の不況で経済成長率が著しく低下し、
リ
ス
ト
ラ
に
よ
る
余
剰
労
働
力
の
整
理
解
雇
が
一
定
段
階
に
達
す
る
と
、
か
な
り
実
行
性
が
失
わ
れ
る
に
至
っ
た
。
ま
た
、
こ
の
法
的
規
わ
が
国
の
「
労
働
法
」
が
、
労
働
者
の
雇
用
（
雇
用
上
の
地
位
）
を
保
護
す
る
た
め
に
用
意
し
て
い
る
法
的
シ
ス
テ
ム
は
か
な
り
多
面
的である。実定法規としても「労働法」、「雇用対策法」、「職業安定法」冠「職業能力開発促進法」、「雇用保険法」、「高
齢者雇用安定法」、「障害者雇用促進法」、「パートタイム労働法」等がある。判例や行政措置も大きな役割を果してい
る
。
こ
れ
ら
の
法
規
を
別
々
に
見
た
だ
け
で
は
、
「
労
働
法
」
が
全
体
と
し
て
雇
用
の
保
護
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
な
政
策
に
立
っ
て
い
る
か、また相互の連関をつかむことは難しい。そこで「労働法」の雇用保護システムを法政策別に、（イ）解一厘からの
保護、（ロ）雇用上の地位の保護、（ハ）失業手当給付制度、（一一）職業安定制度、（ホ）｜雇用安定促進制度、の五つに
分
け
て
、
そ
の
政
策
的
意
義
を
検
討
し
て
み
よ
う
。
の
で
あ
る
値
（
イ
）
解
一
雇
か
ら
の
保
謹
躯附
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
失
業
労
働
者
の
失
業
期
間
中
の
生
活
保
障
と
し
て
の
失
業
手
当
制
度
は
、
労
働
法
が
労
使
（
お
よ
び
国
）
の
（皿）
保険料拠出にかかる社会保険方式を創設し、これを「社会保障法」が社会保障の中に導入した。わが国では現行「一雇
用保険法」の下で、労使折半の保険料拠出制により、｜部を国庫が負担する（１’４を原則とする）三者負担の、「社
わ
が
国
の
一
雇
用
関
係
の
下
で
は
、
「
常
用
」
ｌ
「
定
年
制
」
ｌ
｜
「
終
身
雇
川
制
」
と
い
う
慣
行
が
、
ワ
ン
セ
ッ
ト
で
、
相
冴
の
身
分
保
障
（９）
（）○ヶの①。ｐ臥弓）的効果を果している。これらの制度は、一九八六年の「高齢者一雇用安定法」がはじめて「定年制」
を
法
的
制
度
の
ワ
ク
組
み
に
取
り
入
れ
る
ま
で
は
、
い
ず
れ
も
実
定
法
の
裏
づ
け
が
な
か
っ
た
。
実
際
に
は
、
そ
れ
が
就
業
規
則
や
労
働
協
約
に
組
み
込
ま
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
あ
る
い
は
「
黙
示
の
慣
行
」
と
し
て
、
そ
し
て
判
例
法
が
そ
れ
を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
法
規
範
に
準
ず
る
効
力
を
持
っ
て
い
る
。
「
高
齢
者
雇
用
安
定
法
」
が
初
め
て
定
年
制
を
導
入
し
た
の
は
、
「
高
齢
化
社
会
」
が
到来し、構造不況による企業のリストラにより「常用制」や「終身雇用制」の慣行が崩れ始め、その影響をもろに受
け
た
高
齢
者
労
働
者
に
対
す
る
雁
用
対
策
が
急
務
と
な
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
定
年
制
は
、
公
的
年
金
制
の
受
給
資
格
と
も
連
動
し
、
労
働
法
と
「
社
会
保
障
法
」
と
の
接
点
を
成
す
点
で
も
重
要
な
意
味
を
持
っ
て
い
る
。
同
法
は
、
当
初
は
、
定
年
を
定
め
る
こ
と
を
企
業
の
「
努
力
義
務
」
に
と
ど
め
て
い
た
が
、
一
九
九
八
年
の
改
正
で
、
定
年
を
定
め
る
場
合
に
は
六
○
歳
を
下
回
ら
な
い
こ
と
が
法
的
に
義
務
づ
け
ら
れ
た
。
定
年
の
定
め
は
、
少
な
く
と
も
常
用
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
（⑱）
「
定
年
ま
で
は
身
分
を
保
障
さ
れ
る
」
慣
行
に
よ
っ
て
、
｜
定
の
雇
用
安
定
機
能
を
果
た
し
て
い
る
。
制
力
を
有
効
に
利
用
し
う
る
者
は
、
組
合
組
織
を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
に
す
る
こ
と
の
で
き
る
、
わ
が
国
で
は
ご
く
一
部
分
の
労
働
者
に
限
ら
れ
る
こ
と
が
、
’
九
九
○
年
代
に
は
い
よ
い
よ
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
。
れ
る
こ
と
が
、
’
九
九
○
年
代
（ロ）一雇用の地位の保謹
穴
）
失
業
手
当
給
付
制
度
肌016
（
一
二
職
業
安
定
制
度
職
業
紹
介
制
度
は
、
失
業
手
当
制
度
と
の
組
み
合
せ
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
「
労
働
法
」
の
一
環
と
し
て
登
場
し
た
。
わ
が
国
で
は
直上職業紹介法によりすでに第二次大戦前に、失業政策の一環として、ただし失業手当制と連係なしに制定された。戦後、
△
ｎ
機その系譜を引く職業安定法とともに失業保険法が制定され（’九四七年）、国の独占事業である職業紹介を行なう職
す喋業安定所が失業保険に基づく失業手当の給付業務を兼ねる｝」とにより、｜雇用安定機能を果たしている。
誰職業安定法は、一九五○年代に至って「失業者等の職業訓練に関する職業訓練法」（一九五八年）、「身障者雇用促
ｊ打進法」（’九六○年）の制定により、｜雇用開拓のための職業教育政策を導入してきたが、’九六六年に「一雇用対策法」
》」詞が制定されたのを契機に、｜雇用政策法としての機能を強める｝」とになった。
国祉
他
方
、
国
に
よ
る
職
業
紹
介
（
労
働
者
供
給
）
事
業
の
独
占
制
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
労
働
市
場
の
円
滑
化
を
妨
げ
て
い
る
と
の
見
地
福
か
ら
の
批
判
の
声
が
上
が
り
、
一
九
八
五
年
に
、
私
的
紹
介
事
業
と
し
て
の
人
材
派
遣
業
を
一
定
の
要
件
下
に
認
め
る
「
労
働
者
派
遣
法
」
と
さ
れ
て
い
る
ｃ
会
保
険
」
と
し
て
運
用
さ
れ
て
い
る
。
失業保険制度については、その拠出制度や給付制度が整備されても、「構造的失業者」といわれる長期にわたる失
業者の生活保障をどこまで負担するかという、「労働法」が最初に手がけた時点からの課題を持っている。わが国の
現行「雇用保険法」の下では、失業給付の期間につき、被保険者期間でなく、年齢に応じて給付口数を定め（求職者
給付、就職促進給付、雁川継続給付の三稲のそれぞれのＨ的に応じた給付の態様が異なる）、また、’九八四年の改
正で「再就職手洲」が、一九九四年の改正で、高齢者や女性の職業生活の円滑な継続を促進するため．渥用継続給付」
制
度
を
創
設
し
た
が
、
根
本
的
解
決
に
は
程
遠
く
、
以
下
に
述
べ
る
雇
用
維
持
、
創
出
の
政
策
と
組
み
合
わ
せ
る
と
い
う
政
策
が
必
要
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職
業
安
定
法
や
雇
用
対
策
法
は
、
職
業
紹
介
お
よ
び
職
業
政
策
を
通
じ
て
、
失
業
労
働
者
を
中
心
と
す
る
職
業
開
発
を
期
し
て
き
た
。
高
度
経
済
成
長
期
の
「
完
全
雇
川
」
時
代
に
あ
っ
て
は
、
さ
し
て
問
題
は
な
く
、
せ
い
ぜ
い
労
働
市
場
の
狭
脆
性
か
ら
、
求
人
側
と
求
職
者
川
間
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
の
形
で
制
度
自
体
の
効
率
性
が
問
わ
れ
る
程
度
で
あ
っ
た
。
そ
の
点
、
当
時
、
わ
が
国
に
比
べ
る
と
格
段
に
高
い
失
業
率
で
大
量
の
若
年
失
業
者
を
か
か
え
、
雇
用
創
出
政
策
に
頭
を
悩
ま
せ
て
き
た
西
欧
諸
国
と
対
照
的
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
一
九
七
○
年
代
の
深
刻
な
不
況
に
よ
る
失
業
者
の
増
大
に
当
面
し
て
、
わ
が
国
で
も
、
雇
川
の
安
定
・
創
出
が
大
き
な
政
治
的
課
題
と
な
る
に
お
よ
び
、
一
九
七
三
年
の
「
雇
用
保
険
法
」
は
、
「
雇
川
保
険
制
度
」
と
「
｜
雇
用
安
定
制
度
」
と
を
組
み
合
わ
せ
、
事
業
主
負
担
に
か
か
る
拠
出
金
を
一
雇
用
の
維
持
・
創
出
の
た
め
に
使
川
す
る
「
雇
用
保
険
事
業
」
制
度
を
導
入
し
た
。
こ
の
事
業
は
、
「
雇
用安定」、「能力開発」および「一雇用福祉」の三つから成るが、｜雇用政策としての眼Ⅱは、これに基づき多種にわたる
「
助
成
金
」
を
一
雇
用
の
維
持
、
創
出
の
目
的
で
、
事
業
主
等
に
交
付
す
る
と
こ
ろ
に
あ
る
。
こ
の
種
の
「
雇
用
助
成
金
」
は
、
す
で
に
第
（咽）
一次オイルショックの時か曇り政府の緊急雇用安定措置として実施されており、また、｜雇用保険事業も、旧失業保険法
時代に保険事業（労使負担）の付帯事業（福祉施設）として小規模で行なわれていたものである。「雇用保険法」は、
こ
れ
を
正
式
の
法
的
措
置
と
し
て
体
系
化
し
た
（
そ
の
体
系
と
助
成
金
の
内
容
に
つ
い
て
第
１
図
参
照
）
。
こ
の
雇
用
安
定
事
業
が
実
際
に
ど
の
よ
う
な
形
で
具
体
化
さ
れ
て
い
る
の
か
は
、
法
文
だ
け
で
は
よ
く
分
か
ら
な
い
。
実
際
の
政
策
の
実
施
主
体
は
地
方
自
治
体
で
あ
り
、
県
が
本
法
の
政
策
目
的
に
基
ず
き
、
そ
の
裁
量
で
助
成
金
の
配
分
を
行
な
っ
て
い
る
。
サ
ン
プ
ル
と
して、ある県の労政のプログラムを示すと第２図のようになる。他の県でもほぼ同様であろう。
（旧）
が成立した。それは新たな「労働市場政策」に基づく労働法シスーナムの変容の下に、その範囲を拡大する方向に同っ
ている。
（ホ）
雇
用
促
進
制
度
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-'霧………[蕊繍簔…’
Ｆ|継続雇用制度導入奨励金雇用
安
定
事
業
高齢期就業準備奨励金引高年齢者の雇用の安定ト 高年齢者多数雇用奨励金｜
高年齢者雇111環境整備奨励金｜
地域雇用開発助成金
大規模雇用開発促進助成金
通年雇用奨励金｜
冬期雇用安定奨励金｜
冬期技能講習助成給付金（冬期技能講習助成金）
-|地域的な雇用の安定|－
特定求職者雇用開発助成金
-……鋼一ＬＦ卜鰍駕騨臓野
育児、介護等退職者再雇用促進給付金
蝋諭鰯藷譜斧全一ｕ鶚鰡
生涯能力開発給付金｜
職業適応訓練委託費｜
再就職促進講習給付金｜
認定訓練派遣等給付金
中高年齢労働者等受講奨励金｜
育児。介護休業者職場復帰プログラム実施奨励金
野展開支援人材確保助成金
環境整備奨励金
能
力
開
発
事
業
職業安定促進講習委託費。受講給付金
能力再開発適応講習受講給付金
冬期技能講習助成給付金
(冬期技能講習受講給付金）
ソフトウェア人材育成事業助成金
ソフトウェア人材育成事業派遣奨励金
労･働移動能力開発助成金｜
人材高度化助成金’
一小規模事業被保険者福祉助成金
一障害者雇用継続助成金｜
－移転就職準ｉｉｉ活動促進給付金１
－地域雇用環境整備助成金
一中小企業人材確保推進事業助成金｜
－介護労働者雇用管理研修助成金１
－|介護労働者福証葹11,回り筬蕊~｜
－介護福祉助成金｜
－看護婦等雇用管理研修助成金｜
－事業所内託児施設助成金｜
-|中小企業短時間労働者雇用管理改善等助成金１
－|事業主団体癒蒔閲労働者雇用管理改善等助成金
-|未就職卒業者猟場実習助成金
雇
用
福
祉
事
業
第１図雇用保険法に基づく給付金の体系
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わが国の一九七一一一年の雇用保険法が積極的に進めた雇用促進（維持。創出）政策は、雇用保険というほんらい失業
給
付
の
た
め
の
制
度
を
雇
用
保
障
の
た
め
活
用
す
る
も
の
と
し
て
評
価
さ
れ
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
国
際
的
に
も
反
響
を
起
こ
し
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ’六八号（｜雇用促進と失業に対する保護に関する）条約および一七六号（雇用促進および失業保護）勧告の成立
に寄与した。それは社会保障の対象とされる生活障害の積極的予防、排除のための政策として、今後のＩＬＯにおけ
る社会保障全体の方向性を示すものと評価されている（高藤「大原雑誌」四一二号六頁）。
もっとも、事業主の単独負担による雇用促進事業については、ほんらい国家が直接負担すべき政策を事業主が肩代
わ
り
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
｜
雇
用
奨
励
金
な
ど
の
形
で
事
業
主
に
金
銭
支
給
す
る
こ
と
が
「
事
業
主
本
位
の
制
度
に
化
す
危
険
制
を
は
ら
む
」
点
に
お
い
て
批
判
が
あ
る
（
高
藤
「
基
本
原
理
」
一
二
六
頁
）
。
こ
の
制
度
が
、
今
後
、
予
想
さ
れ
る
失
業
問
題
の
深
化
に
対
応
（川）
してどの程度に貢献するか、失業者の増大によって基金が枯渇した場合、どうなるかは、〈「のところ未知数である。
しかし、雇用保険法が、従来、法的根拠のあいまいのまま郵ややもすると、投資効率を考えることなく、特定の不況
、
、
、
、
、
産業、業種、または地域にばらまいていた、行政措置としての一雇用助成金制度に、｜定の法政策に基づく立法的根
拠
を
提
供
し
た
こ
と
は
評
価
さ
れ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
以上、本節では、この労災保険と雇用保険という、いずれも「労働法」の発想にかかる制度が「福祉国家」の形成
を期に、部分的に社会保障の体系に「包摂」される経過と、それにもかかわらず社会保障化される領域について「労
働法」が進めた保障政策を跡づけた。わが国の政策は、なお、緊急対策的で試行錯誤の域を出ないが、「福祉国家」
に
お
け
る
法
の
あ
り
方
と
し
て
国
際
的
関
心
を
引
く
と
思
わ
れ
る
。
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-高ＩＭＩ者雇用推進
-60歳定年の法的義務
'懲蕊臘蝋|臘競議鱒,;『蝋…縦線雇用努力義務
-高年齢者雇用推進者の選伍
合的雇用環境整備推進耶業年齢者雇用開発協会による相談援助l-i：l相談援助
騨霧熟ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・繼鋼j塗ｲﾝスト
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い以上、「福祉国家」の』の、囚］す。Ｐ一目畳・ロとして特に労働関係にかかわる福祉国家立法である「社会保障法」
と
「
労
働
法
」
と
い
う
二
つ
の
法
体
系
の
相
万
関
係
に
つ
い
て
み
て
き
た
。
こ
れ
を
ま
と
め
る
と
次
の
よ
う
に
い
う
こ
と
が
で
き
よ
う
。
「福祉国家」は、国家が国民に「生活の」保障を約束するところに特色がある。その期待に応えるための最も合理
的
な
制
度
の
一
つ
が
社
会
保
障
制
度
で
あ
る
。
そ
の
社
会
保
障
の
中
で
も
、
傷
病
と
失
業
は
特
に
重
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー
で
あ
る
。
国
民
が
生活を維持するための稼得の大部分は「労働」によって得られるものであるから篭その過程で生ずる労働災害や失業
と
い
っ
た
不
慮
の
事
故
か
ら
生
活
を
守
る
た
め
に
は
、
一
定
の
ま
と
ま
っ
た
人
々
に
よ
る
「
共
済
と
保
険
」
と
い
う
恒
常
的
制
度
が
必
要
とされた。社会保障制度が始まる前に「労働権」保障の見地からそれを手がけたのは「労働法」であった。第二次大
戦後、「福祉国家」がトレード・マークとして採用した社会保障制度は、疾病、負傷潮分娩、廃疾、死亡、老齢、火
、
、
、
、
業、多子などすべての生活事故を対象としたから、「労働法」が先駆的役割を果した労災補償や失業手当制度も当然
そ
こ
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
過
程
で
「
労
働
法
」
は
「
社
会
保
障
法
化
」
し
た
の
で
あ
る
。
「
労
働
法
」
は
、
そ
れ
に
よ
っ
て
「
労
働
関
係
」
に
基
く
「
事
故
」
と
し
て
の
労
災
と
失
業
に
つ
い
て
、
労
使
の
拠
出
を
中
心
と
す
る
シ
ス
テ
ム
で
は
負
担
し
き
れ
な
い
補
償
給
付
を
社
会
保
障
に
よ
る
一
般
的
「
生
活
事
故
」
補
償
に
肩
替
り
さ
せ
た
。
そ
れ
と
と
も
に
、
そ
の
補
償
給
付
シ
ス
テ
ム
に
残
っ
て
い
た
「
労
働
法
的
」
な
性
格
も
消
滅
な
い
し
稀
薄
に
な
っ
て
い
っ
た
。
口
し
か
し
、
わ
が
国
を
含
め
て
諸
国
の
社
会
保
障
制
度
を
見
る
と
、
「
労
働
法
」
の
う
ち
、
社
会
保
障
の
中
に
取
り
入
れ
ら
れ
た
の
は
、
労
災
補
償
と
失
業
手
当
の
部
分
に
限
ら
れ
て
お
り
、
「
福
祉
国
家
」
が
ほ
ん
ら
い
国
民
の
「
す
べ
て
の
生
活
部
面
（
憲
法
二
五
条
二
項
）
」
の
保
障
と
し
て
手
が
け
る
べ
き
労
災
薑
事
故
や
雇
用
保
護
と
い
う
、
よ
り
広
い
領
域
の
問
題
は
、
今
日
の
と
こ
ろ
、
社
会
保
障
の
中
四
今
後
の
福
祉
国
家
に
お
け
る
労
働
法
の
役
割
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労
働
災
害
の
防
止
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
労
働
安
全
衛
生
法
規
の
充
実
が
「
労
働
法
」
に
よ
り
進
め
ら
れ
れ
ば
、
「
二
本
建
て
」
の
法
的
保
障
制
腱
に
さ
し
て
問
題
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
問
題
は
雁
用
関
係
で
あ
る
。
臓
川
関
係
で
は
、
労
働
「
事
故
」
で
あ
る
失
業
の
発
生
可
能
性
が
、
偶
発
的
な
労
災
に
比
し
て
遥
か
に
高
く、かつ規模が大きい。後者と違って市場の「景気変動」に大きく左右されるからである。二でみたように、失業問
題
は
、
近
代
資
本
主
義
制
度
以
前
か
ら
の
社
会
問
題
で
あ
り
、
社
会
保
障
制
度
が
登
場
す
る
ま
で
、
「
労
働
法
」
や
労
働
運
動
が
「
労
働
権」の保障の見地から長年苦闘を続けたが、構造的不況に対応するにはあまりにも弱体な失業手当法の外、見るべき
成
果
を
生
む
に
至
ら
な
か
っ
た
。
「
福
祉
国
家
」
や
、
「
社
会
保
障
」
と
い
っ
た
発
想
が
登
場
し
た
の
も
、
資
本
主
義
経
済
体
制
の
宿
命
と
もいうべき「失業」と、それが斉す社会不安や貧困に仙発されたからである。
社
会
保
障
は
、
失
業
手
当
を
労
使
の
拠
出
制
や
一
定
の
限
ら
れ
た
期
間
の
所
得
保
障
な
ど
「
労
働
法
」
の
性
格
を
残
し
つ
つ
も
、
問
家
が聯を得ることができない者に補倣の責任を負うという体制を確立したことの意義は大きい。社会保障制度によらな
い
私
的
な
失
業
給
付
制
度
で
は
、
財
政
的
規
模
が
小
さ
く
、
と
て
も
大
規
模
の
失
業
に
対
応
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
社
会
保
障ができるのはそこまでであり、「｜犀川」全体の保障にはとうてい及びえない。
「労伽法」は、失業手当の給付を社会保障制度に委ねても、それだけではとうてい「｜雇用の保障」になり得ないとこ
ろ
か
ら
、
労
働
者
の
雇
用
上
の
地
位
の
保
護
や
職
業
紹
介
、
臆
川
の
創
川
な
ど
広
い
領
域
で
立
法
化
を
進
め
る
方
向
に
進
ん
で
い
る
。
こ
に
含
ま
れ
て
は
い
な
い
。
も
っ
と
も
、
そ
れ
に
は
、
補
償
の
「
給
付
」
を
対
象
と
す
る
社
会
保
障
制
度
の
本
質
か
ら
み
て
洲
然
だ
と
す
る
考
え
方
や
、
補
償
給
付
以
外
の
保
障
は
、
ほ
ん
ら
い
「
労
働
権
」
保
障
を
目
的
と
す
る
労
働
法
の
領
域
の
問
題
で
あ
っ
て
、
脚
民
の
「
牛
存
樅
」
の
保
障
を
目
的
と
す
る
社
会
保
障
と
は
別
問
題
だ
と
す
る
考
え
方
が
あ
る
。
現
在
の
と
こ
ろ
は
、
そ
の
よ
う
に
考
え
る
の
が
む
し
仔
椛
」
の
保
障
を
目
的
‐
ろ
通
説
か
も
し
れ
な
い
。
21%
う
し
た
背
景
が
あ
る
た
め
、
二
雇
川
が
本
格
化
し
た
の
は
、
比
較
的
最
》
特
色
の
あ
る
も
の
に
な
っ
て
い
る
。
の
両
域
を
合
わ
せ
て
、
学
説
上
「
雇
用
保
障
法
」
と
呼
ぶ
用
法
が
今
日
有
力
に
な
っ
て
き
て
い
る
が
、
そ
れ
は
「
労
働
法
」
と
「
社
会
保
障
法
」
と
の
新
た
な
か
か
わ
り
を
示
す
も
の
と
し
て
注
目
さ
れ
る
。
同
「
福
祉
国
家
」
の
多
く
は
、
社
会
保
障
制
度
に
よ
っ
て
失
業
に
対
し
最
低
限
の
「
底
入
れ
」
を
す
る
こ
と
に
成
功
し
た
。
し
か
し
一
九
菰
○
年
代
の
経
済
成
長
と
完
全
雇
用
の
時
代
が
去
る
と
、
以
後
、
深
刻
な
不
況
に
よ
る
失
業
問
題
に
当
面
し
、
慢
性
的
な
失
業
者
の
大群をかかえて、二○世紀が終ろうとする現在においても有効な解決策を見出せない状況である。ＩＬＯ一九九八年
「
世
界
雇
用
報
告
」
に
よ
る
と
、
九
八
年
末
に
Ⅲ
界
の
失
業
者
数
は
一
億
五
○
○
○
万
人
に
達
し
、
ま
た
本
人
が
望
ま
な
い
短
時
間
労
働
や
低
賃
金
労
働
を
強
い
ら
れ
て
い
る
不
完
全
労
働
者
が
七
億
五
○
○
○
万
人
か
ら
九
億
人
に
達
す
る
と
い
う
。
こ
れ
は
世
界
の
労
働
力
人
ｎ
の
約
三
分
の
一
に
当
た
る
。
「
福
祉
国
家
」
と
み
な
さ
れ
る
国
が
多
く
含
ま
れ
て
い
る
西
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
圃
で
も
一
九
七
○
年
以
後
、
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
慢
性
的
失
業
者
が
急
増
し
、
失
業
給
付
の
導
入
や
改
正
が
相
次
い
で
い
る
が
、
抜
本
的
対
策
に
は
程
遠
く
、
Ｅ
Ｕ
の
政
策
の
中
で
も
失
業
問
題
は
大
き
な
ウ
エ
ー
ト
を
占
め
て
い
る
。
わ
が
国
に
お
け
る
雁
川
状
況
は
、
西
欧
諸
川
と
、
若
干
の
タ
イ
ム
・
ラ
グ
が
あ
っ
た
。
そ
れ
は
わ
が
国
の
雁
用
関
係
の
特
色
に
も
よ
る
。
三の口で述べたように、わが国では特に中高年齢者層の労働者は、「終身雇用制」の下で最近まで安定した雁用上の
地位にあった。それだけに、その労働市場が十分に開けていないこれらの労働者が低成長経済下にリストラにより急
速
か
つ
大
量
に
失
職
し
始
め
、
公
的
年
金
制
度
も
こ
れ
に
対
応
で
き
な
い
状
況
が
あ
る
。
定
年
年
齢
は
、
次
第
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
方
向
に
あ
る
と
は
い
え
、
わ
が
国
の
労
働
者
の
多
く
が
定
年
以
後
に
も
働
く
経
済
的
必
要
性
が
あ
り
、
か
つ
、
勤
労
意
欲
を
持
っ
て
い
る
。
こ
うした背景があるため、「｜雇用対策法」、「高齢者雇用安定法」、「雇用保険法」など雇用政策に関する労働立法・行政
が
本
格
化
し
た
の
は
、
比
較
的
最
近
で
あ
り
、
そ
し
て
高
齢
化
の
速
度
が
早
い
た
め
に
高
齢
者
対
策
を
兼
ね
る
点
に
お
い
て
も
き
わ
め
て
2１４
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四
高
齢
者
の
一
雇
用
促
進
政
策
と
し
て
、
定
年
延
長
、
多
様
な
形
態
に
よ
る
一
雇
用
、
就
業
の
促
進
、
雇
用
延
長
の
た
め
の
助
成
金
制
度
な
ど
を
挙
げ
た
が
、
そ
の
一
つ
に
、
定
年
後
の
高
齢
者
の
た
め
の
（
一
鵬
用
関
係
で
な
い
）
就
業
対
策
と
し
て
の
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
（旧）
制度がある。これは、定年などで企業を退職したが、なお口重りの生き甲斐充足のためにそれに棚応しい仕猟をしたい
という人々のために用意されたわが国独自の制度であって、間接的には鵬川促進の効果をも川待されており、「編祉」
（焔）
と
「
労
働
」
に
ま
た
が
る
政
策
と
し
て
「
福
祉
国
家
」
の
新
た
な
あ
り
〃
を
示
唆
す
る
も
の
と
い
》
え
る
の
で
、
と
く
に
触
れ
て
お
き
た
い
。
こ
の
制
度
の
発
端
は
、
わ
が
国
に
お
い
て
一
旦
、
企
業
を
定
年
退
職
し
た
が
、
な
お
働
く
こ
と
に
充
足
感
を
持
ち
、
そ
れ
を
通
じ
て
円
己の技能、経験等を社会に役立てたいと考えている人々が多いという事実に着目し、これらの人々にそれに相応しい
就
業
の
機
会
を
与
え
、
一
定
の
報
酬
が
得
ら
れ
る
よ
う
に
し
よ
う
、
と
い
う
故
大
河
内
一
男
氏
の
発
想
（
「
高
齢
化
社
会
に
生
き
る
」
一
九
八
九
年
）
に
よ
っ
た
。
加
え
て
、
地
方
自
治
体
が
失
業
者
に
一
時
的
な
雇
用
を
提
供
す
る
「
失
対
事
業
」
に
、
多
く
の
面
で
批
判
が
あ
り
、
そ
の
抜
本
的
な
発
想
転
換
が
求
め
ら
れ
て
い
た
。
こ
う
し
た
事
情
の
下
で
、
’
九
七
四
年
東
京
江
戸
川
区
の
そ
れ
を
皮
切
り
に
し
て
「東京都高齢者事業団」が設立され、都の行政支援の下に、趣旨に賛するほぼ六○歳以上の会員に就業をあっ旋する
と
い
う
独
特
の
就
労
シ
ス
テ
ム
が
出
現
し
た
。
運
営
費
は
股
初
部
の
出
摘
で
あ
っ
た
が
、
’
九
八
○
年
に
は
圃
肱
補
助
の
途
が
附
か
れ
、
全則の地方自治体に急速に普及した。
この制度の特色は、高齢者の生き甲斐を充足させるという社会福祉政策に基づき、高齢者をそれに見合った仕卵に
就
業
さ
せ
、
一
定
の
報
酬
（
配
分
金
）
を
得
さ
せ
る
と
い
う
方
法
で
実
現
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
発
想
は
世
論
の
支
持
を
得
た
が
、
地
方
自
治
体
だ
け
で
運
営
す
る
の
は
靴
し
い
た
め
、
こ
れ
を
凶
の
公
的
制
度
と
す
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
た
。
立
法
化
に
当
た
っ
て
は
、
さ
ま
ざ
ま
の
議
論
が
あ
っ
た
が
、
結
局
、
単
独
立
法
と
せ
ず
、
労
伽
行
政
の
一
班
と
し
て
一
九
八
六
年
、
「
高
齢
者
雁
川
安
定
法
」
を
改
正
し
て
、
同
法
の
定
め
る
高
齢
者
の
「
雁
川
安
定
」
事
業
の
一
つ
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
た
。
し
か
し
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
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の
会
員
の
就
労
は
、
就
業
提
供
者
と
の
間
に
「
雇
用
」
関
係
を
形
成
す
る
も
の
で
は
な
く
（
法
的
に
は
請
負
・
委
任
関
係
）
、
就
業
す
る
仕
事
も
「
臨
時
的
か
つ
短
期
的
な
」
も
の
に
限
る
と
さ
れ
た
。
従
っ
て
、
｜
股
の
（
雇
用
）
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
労
働
関
係
法
や
社
会
保
険
法
は
適
用
さ
れ
な
い
。
た
だ
し
、
仕
事
に
よ
る
障
害
事
故
に
つ
い
て
は
、
私
的
保
険
で
カ
バ
ー
さ
れ
、
配
分
金
の
峨
低
岻
準
も
最
賃
法
ｔ
の
最
低
賃
金
が
支
払
わ
れ
る
な
ど
、
就
業
者
の
保
繊
が
図
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
制
度
が
全
国
の
地
方
自
治
体
に
普
及
し
、
窮
業
に
支
川
さ
れ
る
国
費
の
額
も
年
々
増
加
し
て
き
た
た
め
、
組
織
の
広
域
的
運
用
の
た
め
に
「
シ
ル
バ
ー
連
合
」
組
織
が
創
ら
れ
て
い
る
。
法
律
に
基
く
国
の
制
度
と
は
い
え
、
こ
の
就
業
シ
ス
テ
ム
の
運
営
は
、
こ
れ
ら
の
公
法
人
の
自
主
的
迎
営
に
伍
さ
れ
て
お
り
、
国
の
行
政
に
よ
る
直
接
的
干
渉
の
な
い
、
地
方
自
治
体
主
体
の
政
策
と
な
っ
て
い
る
。
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
こ
の
制
度
は
「
労
働
法
」
と
し
て
の
「
高
齢
者
雇
用
安
定
法
」
が
高
齢
者
の
「
雇
用
」
の
維
持
、
促
進
を
図
る
た
め
に
用
意
し
た
政
策
の
一
つ
で
あ
る
。
そ
の
主
要
な
柱
は
、
「
雇
用
」
促
進
を
目
的
と
す
る
「
高
年
者
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー
」
で
あ
る
が
、
そ
れ
と
は
別
に
冠
「
雇
用
」
の
意
味
を
拡
大
し
て
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
と
い
う
「
就
業
」
制
度
を
設
け
た
の
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
後
に
法
律
の
改
正
に
よ
っ
て
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
は
、
雇
用
を
希
望
す
る
者
に
は
そ
の
斡
旋
を
行
な
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
、
こ
の
制
度
を
「
雇
用
」
促
進
の
た
め
の
制
度
と
い
っ
て
も
あ
な
が
ち
誤
り
で
は
な
い
。
こ
の
よ
う
に
「
労
伽
法
」
と
し
て
の
「
高
齢
者
雇
用
安
定
法
」
と
シ
ル
パ
Ｉ
人
材
セ
ン
タ
ー
制
度
と
の
論
理
的
関
係
は
、
な
か
な
か
複
雑
で
多
少
矛盾する点もあるが、以下のように解してよいであろう。
す
な
わ
ち
、
「
高
齢
者
雇
用
安
定
法
」
は
、
就
労
の
場
を
希
認
す
る
高
齢
者
に
対
し
、
そ
の
希
望
に
応
じ
て
、
フ
ル
タ
イ
ム
ま
た
は
ハ
ー
フ
タ
イ
ム
の
雇
用
の
場
を
、
ま
た
雇
用
を
希
望
せ
ず
、
短
川
・
短
時
間
の
自
主
的
就
業
で
あ
る
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
制
度
による就業を希望する者にはそれに相応しい形態の就労を提供することを目的とする。同法が提供するこの「多
様な形態による雇用・就業」のメニューの中から、高齢者は自らその選択をすることができる。シルバー人材セ
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注 ンク
ー
に
お
け
る
就
業
は
、
そ
の
目
的
が
主
と
し
て
生
き
甲
斐
充
足
の
た
め
と
い
う
自
律
的
な
動
機
に
よ
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
雇
剛
関
係
に
伴
う
拘
束
的
就
労
か
ら
一
切
開
放
さ
れ
た
「
自
己
決
定
的
」
労
働
と
し
て
行
わ
れ
、
従
っ
て
他
律
的
労
働
で
あ
る
雇
用
関
係
を
前
提
と
す
る
一
‐
労
働
法
」
の
保
護
規
定
の
対
象
と
な
ら
な
い
。
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
就
業
が
生
き
甲
斐
の
充
足
を
主
た
る
動
機
と
し
て
い
る
こ
と
は
、
そ
の
就
業
に
よ
る
稼
得
を
労
働
の
対
価
と
し
て
受
け
と
る
こ
と
と
矛
盾
す
る
も
の
で
は
な
い
。
そ
こ
が
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
と
の
差
異
で
あ
る
。
わ
が
国
の
「
労
働
法
」
が
こ
の
よ
う
な
新
し
い
労
働
形
態
を
労
働
政
策
に
導
入
し
た
こ
と
は
、
現
在
の
と
こ
ろ
、
そ
の
解
決
策
と
し
て
の
評
価
が
完
全
に
得
ら
れ
た
わ
け
で
は
な
い
に
し
て
も
、
画
期
的
な
こ
と
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
高
齢
化
が
ま
す
ま
す
進
行
し
て
い
く
今
後
の
「
編
祉
囚
家
」
に
お
け
る
一
つ
の
実
験
的
政
策
と
し
て
、
諸
外
川
の
閃
心
を
引
い
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
（１）○・］』の。旨のＥ］、の①凶‐同巴吊の政策の消長について秋田一イギリス労働協約の法的拘束力Ⅲ②社会労働研究一七巻一一一・四号、
Ⅲ
五
巻
一
号
一
九
九
八
年
参
照
。
（２）安枝英紳「イギリスの労災補償制度」労働者災啓補仙怯論（久保田還暦記念）’九八五年参照。
（３）この側面については、中野育男「労働安全衛生と編祉国家」大原社会問題研究所雑誌凶八一号一几九八年参照。
（
４
）
高
藤
昭
「
社
会
保
障
法
の
基
本
原
理
と
構
造
」
法
政
大
学
出
版
局
一
三
四
頁
以
下
、
’
九
九
阿
年
。
西
村
健
一
郎
「
労
災
補
償
の
『
社
会
保
障
化』と労災補償・民事責任」（学会誌四○号内三頁）、恒藤編「論争労働法」’九七八年世界思想社二九四頁、山田省三編著
「プリメール社会保障法」八千代出版一九九八年八三頁参照。
（５）下井隆「一雇用関係法」’九九八年。有斐閣三一一○頁、保原、山口、西村「労災保険、安全衛生のすべて」有斐閣一九九八
年
九
九
頁
。
（
６
）
高
藤
昭
「
基
本
原
理
」
’
五
六
頁
以
下
。
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（旧）この制度の「社会福祉法」的側面の法的根拠は、老人福祉法（三条二項）、｜老人はその希望と能力とに応じ、適当な仕事
に従事する機会その他社会的活動に参与する機会を与えられるものとする」に求めることができる。
（
７
）
労
基
法
三
条
、
一
九
～
二
一
条
、
’
○
四
条
、
労
組
法
七
条
一
号
・
四
号
、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
八
条
、
育
児
・
介
護
休
業
法
一
○
条
な
ど
。
労働協約または就業規則で解一腱を規制する定めがある場合には、これに違反する解雇が無効として扱われる。
（
８
）
解
雇
権
濫
用
の
法
理
は
、
一
般
に
解
雇
は
合
理
的
理
由
が
な
け
れ
ば
、
民
法
一
条
に
い
う
権
利
の
濫
用
に
当
た
り
無
効
と
す
る
も
の
で
、
時
に
「社会通念」または「信義則」違反も援用される。労基法の規定の下では、不当な解雇を救済する法的根拠を見出すのに苦心
した裁判官作成の法（一目、の‐ョ且の‐一四三）である。（最高裁判決として「日本食塩事件」（二小判昭印。４．鋼）、「高知放送事
件」（一一小判昭鎚・１．Ⅲ）等。糖理解一腱の許容基準は、剰員解雇が許される場合を①人員整理の必要性、②解一躍回避の努力、
③対象者選定の合理性、④説明・協議の程度などにつき厳しく限定する、｜極の濫用渋川である。（「東洋酸素事件」來京高
判
附
則
・
皿
・
卵
、
「
日
立
メ
デ
ィ
コ
事
件
」
最
一
小
判
昭
団
・
旧
・
４
）
等
。
（
９
）
常
用
労
働
者
の
地
位
の
安
定
や
境
遇
制
度
が
、
臨
時
属
、
契
約
労
働
者
、
パ
Ｉ
タ
イ
マ
Ｉ
等
常
用
以
外
の
労
働
者
、
あ
る
い
は
女
性
労
働
者
の
地
位
を
相
対
的
に
不
安
定
に
し
、
剰
員
整
理
解
雇
に
際
し
て
は
常
用
労
働
者
を
最
後
に
置
く
「
防
波
堤
」
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
（、）今日では、定年法が「定年」を定めること自体、「年齢による差別扱い」にならないかとの疑問が提示されるに至っている。
（
Ⅱ
）
わ
が
国
の
失
業
保
障
法
の
性
格
に
つ
い
て
、
高
藤
教
授
は
、
生
存
権
原
理
Ⅱ
社
会
保
障
法
原
理
と
労
働
権
原
理
と
の
複
合
と
い
う
「
二
重
原
理
の柵造」をとるとされる（前掲「基本原理」一○二頁以下）。
（旧）土Ⅲ道夫「変容する労働市場と法」岩波「現代の法」胆「職業生活と法」｜几几八年、川三頁以下。
（燗）一九九八年一二月現柾で特随一雌用調整に指定された業祇はＬ四、対象労働者数約七○万六千人、雁剛調鞭金を受けている
対
象
業
種
は
一
五
八
、
対
象
労
働
者
は
過
去
最
大
の
二
○
七
万
人
で
あ
る
。
（ｕ）高藤前掲「基本原理」’三○頁以下参照。
（胸）小山昭作「高齢者事業団」、秋田成就「生きがい就労事業としての高齢者事業団制度」社会労働研究二九巻三・四号一九八
年
ね
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Ⅶ○門睡口⑪一○コ”・》いの的口一句○回。。⑪毬。。⑭。【庁どのヨ「の」国忌の一旦の閏ヨ『の丘のゴ｛○一Ｑ】一ｃｍｍ
伊
藤
周
平
「
福
祉
国
家
と
市
民
権
ｌ
法
社
会
学
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
法
大
出
版
局
一
九
九
六
年
加
藤
栄
一
「
現
代
資
本
主
義
の
歴
史
的
位
相
」
社
会
科
学
研
究
第
四
一
巻
一
号
一
九
八
九
年
のＣＢＱＰｏ：一厨房計ゴ『の」厨同の、Ｋ、旨ゴー⑪．『し。。館ョ：》屋屋（高島外訳「福祉国家はどこへいくのか」｜九九上年）
祠日ロ山ワ○・》衿ロロ『○い◎ずの印８房の戸『○一「閏のの一四（の』」ｃｃα
渋
谷
、
井
村
、
巾
浜
、
編
著
「
Ⅱ
米
の
福
祉
国
家
シ
ス
テ
ム
」
日
本
経
済
評
論
社
一
九
九
七
年
東
大
社
会
科
学
研
究
所
編
福
祉
国
家
川
Ⅱ
本
の
法
と
福
祉
東
大
川
版
会
一
九
八
四
年
浅
倉
む
つ
千
「
日
米
の
雇
用
差
別
法
制
と
フ
ェ
ミ
ニ
ズ
ム
法
学
」
ア
メ
リ
カ
法
一
九
九
八
’
一
年
荒
木
識
翼
「
社
会
補
償
法
と
労
働
法
ｌ
そ
の
独
自
性
と
交
錯
」
『
法
哲
学
と
社
会
法
の
理
論
」
’
九
七
一
熊
嵩
村
正
彦
「
労
災
補
償
と
罎
霄
麟
償
」
ｌ
イ
ギ
リ
ス
法
、
フ
ラ
ン
ス
藤
と
の
比
較
的
考
察
蕊
大
出
版
会
一
九
八
四
年
清
生
寛
「
雇
用
保
障
法
の
研
究
」
法
律
文
化
社
一
九
八
七
年
高藤昭「社会保障研究における法学の使命、方法、課題」季刊社会保障研究一一五巻三号、「社会連帯の法理と福祉国家」社会労働
研
究
四
○
巻
一
・
二
号
一
九
九
三
年
、
「
社
会
保
障
法
制
概
論
」
龍
生
出
版
一
九
九
七
年
、
「
労
災
保
険
に
お
け
る
社
会
保
障
原
理
」
社
会
労
働
研
参
考
文
献
ｍａｎの三．
九
八
四
年
。働曰ロケ巴一
坂田監訳
○一ｍ暁丙与の○
一閂和
の臣］・Ｐｍ・言団。］目の、○目ごｍＰ目｝一・首目二の印のＤＣくの日日の具四目言のシ、ヨ的の○・一のご》厚冒８（。ごロロ」①闇」｜｜浦・
融
「
日
本
政
府
と
高
齢
化
社
会
」
中
央
法
規
一
九
九
五
年
の。Ｑ巴勺・胃『図且のＣ愚一ゴの｝「囚『の己ｇ》大山、武川、平岡訳「イギリス社会政策論の新潮流」法律文化社一九九汀
三・．弓豈の○・日日一息・崗昌のゴの一「塵『②の一煙戸の》←｛。８．，，ｓ｛・ａ」①のＰ秋田成就訳「福祉国家への歩み」法大出版局
2]Ｐ
一
付
記
」
－
１
嶺
学
先
生
へ
嶺学先生が平成一一年三月一日をもって長年にわたり勤められた社会学部を定年退職されることになった。私は、｜足先に定
年退職したが、学部のスタッフの主催する大原社会問題研究所のプロジェクト「禰祉国家への視座」に参加させて貰った。丁度、
こ
の
研
究
が
完
了
し
、
そ
の
報
告
書
の
一
部
を
本
誌
に
発
表
し
て
嶺
先
生
の
退
職
記
念
に
捧
げ
よ
う
と
い
う
こ
と
で
、
私
の
拙
い
一
文
が
そ
の
中
に
含
まれることになったのを心から嬉しく思っている。というのは、先生と私とは、専攻分野が多少違うが、同じく労働問題を研究
する研究者仲間としての長い「付き合い」だったからである。
嶺
先
生
の
輝
か
し
い
学
問
上
の
業
継
の
全
容
に
つ
い
て
は
本
誌
で
別
に
紹
介
が
さ
れ
る
の
で
、
こ
こ
に
は
、
私
が
先
生
か
ら
学
問
研
究
の
う
え
で
受
けた測り知れない大きな刺激に思いを馳せつつ、先生の類いまれな知見の一旦を披歴して感謝の辞としたい。
私が最初に先生と共同の研究の機会を得たのは、アジア研究所主催の東南アジアの労働問題研究のプロジヱクトであった。先
生は労働省からの特別参加であった。当時は、タイ・マレーシャ・インドネシヤ等東南アジアの労働関係の実態はまだ、ほとん
ど知られていなかったが、先生は研究グループのガイド役として、また率先してこれらの各国を回り、貴重なデータを収集して
こられた。その資料によって私も何とか分担報告者の責任を果したが、この研究会を通じて、後開発国の労働問題という途方も
な
く
難
し
い
テ
ー
マ
に
ア
プ
ロ
ー
チ
す
る
実
態
調
査
の
方
法
論
と
い
っ
た
も
の
を
先
生
か
ら
学
ぶ
こ
と
が
で
き
、
そ
れ
は
、
そ
の
後
の
私
の
外
国
法
研
究
に
際
し
大
き
な
礎
石
と
な
っ
た
。
几
七
五
年
渡
辺
洋
三
究
一
七
巻
一
・
二
号
昭
四
六
年
、
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
基
本
問
題
社
会
労
働
研
究
二
○
巻
一
号
昭
四
九
年
柳
沢
旭
「
労
働
法
と
社
会
係
鱸
法
」
ｌ
政
策
論
的
ア
ブ
。
‐
チ
に
よ
る
同
異
性
ｌ
西
日
本
短
大
雑
誌
一
七
巻
一
号
良
永
弥
太
郎
「
イ
ギ
リ
ス
労
災
保
険
法
の
特
質
ｌ
社
会
膿
縢
法
に
お
け
る
労
災
給
付
の
位
櫨
と
独
自
性
に
関
連
し
て
」
九
大
法
学
三
一
晉
一
嵐
嶺
先
生
の
労
働
問
題
研
究
の
姿
勢
の
特
色
は
、
何
よ
り
も
、
労働の場における「人間の」問題への追及である。それは最初の著作でぁ
「
現
代
国
家
と
行
政
権
」
東
大
出
版
会
一
九
七
二
年
2冊、
福祉国家における法の果す機能
嶺
先
生
は
、
こ
の
よ
う
に
労
働
法
の
問
題
に
も
深
い
関
心
を
持
た
れ
、
－
Ｌ
Ｏ
本
部
に
お
け
る
留
学
以
来
、
ｌ
Ｌ
Ｏ
条
約
の
機
能
に
関
す
る
研
究
を
進
め
ら
れ
た
。
こ
の
分
野
で
も
第
一
人
者
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
多
く
の
社
会
学
部
の
ス
タ
ッ
フ
の
参
加
し
た
本
学
ポ
ァ
ソ
ナ
ー
ド
現
代
法
研
究
所
の
共
川研究の成果「国際労働基準とわが脚の社会法」（法政大学現代法研究繼普八、’九八七年）となった。私はその綱樹となったの
で、この点でも先生の寄与に感謝している。同じ研究グループの「高齢化社会における社会法の課題」（叢書門、’九八三年）に
おいても、先生は社会法学と労使関係論との「架け橋」の役割を果されている。
こ
う
し
て
先
生
は
数
十
年
に
わ
た
り
、
労
働
の
人
間
化
と
労
使
関
係
、
Ｑ
Ｗ
Ｌ
、
高
齢
化
社
会
、
国
際
労
働
問
題
、
地
域
福
祉
等
、
広
い
分
野
に
わ
た
り
研
究
成
果
を
発
表
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
ど
れ
も
が
、
労
働
法
の
分
野
に
限
ら
れ
た
私
の
研
究
の
視
野
を
拡
げ
、
蒙
を
啓
く
の
に
い
か
に
役
立
っ
た
る
「
峨
場
の
労
使
関
係
」
（
’
九
七
六
年
）
か
ら
最
新
の
「
労
働
の
人
間
化
の
展
開
過
程
」
（
’
九
九
五
年
）
ま
で
を
貫
く
、
市
場
競
争
下
の
雁
川
労
働
という非情のⅢ界から人間性を取り一民そうとされる先生の已閉の〕・己といってよいであろう。
先生の著作には、同じ職場問題への関心に発するが、労使関係というやや別の視角からアプローチされた「第一組合」（’九八
○年）がある。これは、日本の組合連動における宿命ともいうべき組織の「分裂」の本質を、かの「三池争議」を初め六つの血〈
型的争議の実態調査を通じて究明したもので、労働法学者故藤田若雄が一九五五年に書いた「第二組合」（初版一九六七年）と対
を
な
す
組
合
研
究
書
と
し
て
世
に
知
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
為
．
こ
の
二
つ
の
鶯
物
は
、
労
働
法
学
者
が
〆
‐
ソ
テ
「
マ
と
し
て
彼
う
、
団
結
権
ｌ
筆
談
樅
ｌ
不
当
労
働
行
為
の
悶
魍
を
、
迩
蝋
の
法
鰄
釈
学
と
は
全
く
別
の
機
鵬
諭
の
Ⅷ
面
か
ら
扱
っ
た
獅
衞
の
研
究
と
し
て
私
の
強
い
関
心
態
引
い
た
・
藤川が「第二組合」で説いたⅡ水の組合の本質論は、その後の「革新の原点とは何か」（一九七○年）における「醤約雌団説」ま
で
少
し
づ
っ
変
化
し
て
い
く
こ
と
も
あ
っ
て
、
そ
の
「
難
解
さ
」
の
点
で
も
有
名
で
あ
る
が
、
嶺
先
生
の
「
第
一
組
合
」
の
実
証
的
で
説
得
力
の
あ
る
論述を通して見ると、「第二組合」の真価と限界とがよく分るのである。とまれ、先生の「第一組合」は、労働法学有がとかく安
住
し
や
す
い
（
抽
象
的
な
）
「
団
結
」
の
「
法
理
論
」
と
、
「
実
態
」
と
の
格
差
を
埋
め
る
方
法
論
を
示
さ
れ
た
点
に
お
い
て
も
貴
重
な
研
究
書
で
あ
る
と思う。
こ
と
か
ｃ
先
生
は
恐
ら
く
、
退
職
さ
れ
て
か
ら
も
、
今
や
、
様
相
を
一
変
し
つ
つ
あ
る
社
会
・
労
働
環
境
の
変
化
の
中
で
、
何
が
変
わ
り
、
何
が
変
わ
ら
な
い
9１１
か
を
追
及
す
る
手
を
休
め
ら
れ
な
い
で
あ
ろ
う
。
も
う
一
度
、
共
同
研
究
の
場
に
お
い
て
先
生
の
瞥
咳
に
接
し
た
い
と
心
か
ら
思
っ
て
い
る
。
一
九
九
九
。
三
・
三
一
212階
